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、 、 。ビスの具体的内容 所要時間 日程等を明らかにするものとする

なお、介護予防訪問介護計画の様式については、事業所ごとに定

めるもので差し支えない。

② 同条第３号は、介護予防訪問介護計画は、介護予防サービス計

画（法第８条の２第１８項に規定する介護予防サービス計画をい

う。以下同じ ）に沿って作成されなければならないこととした。

ものである。

なお、介護予防訪問介護計画の作成後に介護予防サービス計画

が作成された場合は、当該介護予防訪問介護計画が介護予防サー

ビス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するも

のとする。

③ 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又

はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護

予防訪問介護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏

まえて作成されなければならないものであり、その内容について

説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることによ

り、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しよう

とするものである。サービス提供責任者は、介護予防訪問介護計

画の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解しやす

い方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説

明を行うものとする。

また、介護予防訪問介護計画を作成した際には、遅滞なく利用

者に交付しなければならならず、当該介護予防訪問介護計画は、

予防基準第３７条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければ

ならないこととしている。

④ 同条第８号は、指定介護予防訪問介護の提供に当たっては、介

護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、常に

新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとした

ものである。

⑤ 同条第９号から第１１号は、事業者に対して介護予防サービス

の提供状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務づ

けを行うとともに、介護予防訪問介護計画に定める計画期間終了

後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づけるも

のである。介護予防支援事業者に対する実施状況等の報告につい

ては、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供され
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ているかどうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大

きく異なることとなっていないか等を確認するために行うもので

あり、毎月行うこととしている。

また、併せて、事業者は介護予防訪問介護計画に定める計画期

間が終了するまでに一回はモニタリングを行い、利用者の介護予

防訪問介護計画に定める目標の達成状況の把握等を行うこととし

ており、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題の変化

が認められる場合等については、担当する介護予防支援事業者等

とも相談の上、必要に応じて当該介護予防訪問介護計画の変更を

行うこととしたものである。

２ 介護予防訪問入浴介護

(1) 指定介護予防訪問入浴介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針

指定介護予防訪問入浴介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針に

ついては、予防基準第５６条及び第５０条に定めるところによる

ほか、次の点に留意するものとする。

① 指定介護予防訪問入浴介護の提供に当たっては、一人ひとりの

高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を

営むことができるよう支援することを目的として行われるもので

あることに留意しつつ、利用者ごとに目標を設定の上、計画的に

行うこと。

② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

③ 指定介護予防訪問入浴介護の提供に当たっては、利用者の心身

の状況により、訪問時に全身入浴が困難な場合は、利用者の希望

により 「清しき」又は「部分浴（洗髪、陰部、足部等 」を実、 ）

施するなど、適切なサービス提供に努めること。

「 」 、④ 予防基準第５７条第２号に定める サービス提供方法等 とは

入浴方法等の内容、作業手順、入浴後の留意点などを含むもので

あること。

⑤ 同条第４号に定める「サービスの提供の責任者」については、
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入浴介護に関する知識や技術を有した者であって、衛生管理や入

浴サービスの提供に当たって他の従業者に対し作業手順など適切

な指導を行うとともに、利用者が安心してサービス提供を受けら

れるように配慮すること。また、同号に定める「主治の医師の意

見の確認」については、利用者又は利用者の承認を得て当該事業

者が、利用者の主治医に確認することとし、併せて、次に確認す

べき時期についても確認しておくこと。

⑥ 同条第５号に定める「サービスの提供に用いる設備、器具その

他の用品」の安全衛生については、特に次の点について留意する

こと。

イ 浴槽など利用者の身体に直に接触する設備・器具類は、利用

者一人ごとに消毒した清潔なものを使用し、使用後に洗浄及び

消毒を行うこと。また、保管に当たっても、清潔保持に留意す

ること。

ロ 皮膚に直に接するタオル等については、利用者一人ごとに取

り替えるか個人専用のものを使用する等、安全清潔なものを使

用すること。

ハ 消毒方法等についてマニュアルを作成するなど、当該従業者

に周知させること。

３ 介護予防訪問看護

指定介護予防訪問看護の基本取扱方針(1)
予防基準第７５条にいう指定介護予防訪問看護の基本取扱方針に

ついて、特に留意すべきところは、次のとおりである。

① 指定介護予防訪問看護は、利用者の心身の状態を踏まえて、妥

当適切に行うとともにその生活の質の確保を図るよう、主治医と

の密接な連携のもとに介護予防訪問看護計画に沿って行うものと

したものであること。

② 介護予防訪問看護計画の作成に当たっては、一人ひとりの高齢

者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営む

ことができるよう支援することを目的として行われるものである

ことに留意しつつ行うこと。

③ 利用者の健康状態と経過、看護の目標や内容、具体的な方法そ

の他療養上必要な事項について利用者及び家族に理解しやすいよ

う指導又は説明を行うこと。また、介護予防の十分な効果を高め
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る観点からは、利用者の主体的な取組が不可欠であることから、

サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高まるようコミュ

ニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な働き

かけを行うよう努めること。

④ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

⑤ 提供された介護予防サービスについては、介護予防訪問看護計

画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の満足度等に

ついて常に評価を行うなど、その改善を図らなければならないも

のであること。

指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針(2)
① 予防基準第７６条第１号から第３号は、看護師等は、介護予防

訪問看護計画を作成し、主治医に提出しなければならないことと

したものである。介護予防訪問看護計画の作成に当たっては、主

治医又は主治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を

通じる等の適切な方法により、利用者の病状、心身の状況、置か

れている環境等を把握・分析し、介護予防訪問看護の提供によっ

て解決すべき問題状況を明らかにした上で（アセスメント 、こ）

れに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービス

の具体的内容、期間等を明らかにするものとする。なお、既に介

護予防サービス計画が作成されている場合には、当該計画に沿っ

て介護予防訪問看護の計画を立案する。

② 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又

はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護

予防訪問看護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏

まえて作成されなければならないものであり、その内容について

説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることによ

り、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しよう

とするものである。看護師等は、介護予防訪問看護計画の目標や

内容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説

明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うも
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のとする。

また、介護予防訪問看護計画を作成した際には、遅滞なく利用

者に交付しなければならならず、当該介護予防訪問看護計画は、

予防基準第７３条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければ

ならないこととしている。

③ 同条第８号及び第９号は、指定介護予防訪問看護の提供に当た

っては、医学の進歩に沿った適切な看護技術をもって対応できる

よう、新しい看護技術の習得等、研鑽を積むことを定めたもので

ある。また、第９号においては、医学の立場を堅持し、広く一般

に認められていない看護等については行ってはならないこととし

ている。

④ 同条第１０号から第１３号は、介護予防訪問看護計画に定める

計画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング 、）

当該モニタリングの結果も踏まえた介護予防訪問看護報告書の作

成、当該報告書の内容の担当する介護予防支援事業者への報告及

び主治医への定期的な提出を義務づけたものである。

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に、訪問を行った日、提

供した看護内容、介護予防訪問看護計画書に定めた目標に照らし

たサービス提供結果等を記載する。なお、当該報告書は、訪問の

都度記載する記録とは異なり、主治医に定期的に提出するものを

いう。

、 、看護師等は 介護予防訪問看護報告書に記載する内容について

担当する介護予防支援事業者に報告するとともに、当該報告書自

体は、主治医に提出するものとする。

なお、管理者にあっては、介護予防訪問看護計画に沿った実施

状況を把握し、計画書及び報告書に関し、助言、指導等必要な管

理を行わなければならない。

⑤ 同条第１５号は、指定介護予防訪問看護事業所が保険医療機関

である場合は、主治医への介護予防訪問看護計画書の提出は、診

療記録への記載をもって代えることができることとしたものであ

り 「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」、

（平成１２年３月３０日老企第５５号）に定める訪問看護計画書

を参考に事業所ごとに定めるもので差し支えない。

(3) 主治医との関係

① 指定介護予防訪問看護事業所の管理者は、指示書に基づき指定
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介護予防訪問看護が行われるよう、主治医との連絡調整、指定介

護予防訪問看護の提供を担当する看護師等の監督等必要な管理を

行わなければならないこと。なお、主治医とは、利用申込者の選

定により加療している医師をいい、主治医以外の複数の医師から

指示書の交付を受けることはできないものであること。

② 予防基準第７７条第２項は、指定介護予防訪問看護の利用対象

者は、その主治医が指定介護予防訪問看護の必要性を認めたもの

に限られるものであることを踏まえ、指定介護予防訪問看護事業

者は、指定介護予防訪問看護の提供の開始に際しては、利用者の

主治医が発行する介護予防訪問看護指示の文書（以下「指示書」

という ）の交付を受けなければならないこととしたものである。

こと。

③ 介護予防訪問看護の実施に当たっては、特に医療施設内の場合

と異なり、看護師等が単独で行うことに十分留意するとともに慎

重な状況判断等が要求されることを踏まえ、主治医との密接かつ

適切な連携を図ること。

４ 介護予防訪問リハビリテーション

(1) 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針

予防基準第８５条にいう指定介護予防訪問リハビリテーションの

基本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりであ

る。

① 指定介護予防訪問リハビリテーションは、利用者の心身の状態

を踏まえて、妥当適切に行うとともにその生活の質の確保を図る

よう、主治医との密接な連携のもとに介護予防訪問リハビリテー

ション計画に沿って行うものとしたものであること。また、指定

介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たって、別の医療機

関の医師から情報提供を受けて、指定介護予防訪問リハビリテー

ションを実施する場合は、当該情報提供を行った医療機関の医師

との間で十分な連携を図るものであること。

② 介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、一

人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した

日常生活を営むことができるよう支援することを目的として行わ

れるものであることに留意しつつ行うこと。

③ 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利
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用者の心身の状態、リハビリテーションの内容やそれを提供する

目的、具体的な方法、リハビリテーションに必要な環境の整備、

療養上守るべき点及び療養上必要な目標等、療養上必要な事項に

ついて利用者及び家族に理解しやすいよう指導又は説明を行うこ

と。

また、介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主

体的な取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たって

は、利用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をは

、 、 。じめ 様々な工夫をして 適切な働きかけを行うよう努めること

④ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

⑤ 提供された介護予防サービスについては、介護予防訪問リハビ

リテーション計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなけ

ればならないものであること。

指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針(1)
① 予防基準第８６条第１号から第３号は、医師又は理学療法士、

作業療法士若しくは言語聴覚士は、介護予防訪問リハビリテーシ

ョン計画を作成しなければならないこととしたものである。介護

予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、主治医又

は主治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる

等の適切な方法により、利用者の病状、心身の状況、置かれてい

る環境等を把握・分析し、指定介護予防訪問リハビリテーション

の提供によって解決すべき問題状況を明らかにした上で（アセス

メント 、これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供）

するサービスの具体的内容、期間等を明らかにするものとする。

なお、既に介護予防サービス計画が作成されている場合には、当

該計画に沿って介護予防訪問リハビリテーションの計画を立案す

る。

② 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又

はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護
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予防訪問リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の状

況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、そ

の内容について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務

づけることにより、サービス内容等への利用者の意向の反映の機

会を保障しようとするものである。医師又は理学療法士、作業療

法士若しくは言語聴覚士は、介護予防訪問リハビリテーション計

画の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解しやす

い方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説

明を行うものとする。

、 、また 介護予防訪問リハビリテーション計画を作成した際には

遅滞なく利用者に交付しなければならならず、当該介護予防訪問

リハビリテーション計画は、予防基準第８３条第２項の規定に基

づき、２年間保存しなければならないこととしている。

③ 同条第８号は、指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に

当たっては、医学の進歩に沿った適切な技術をもって対応できる

、 、 。よう 新しい技術の習得等 研鑽を積むことを定めたものである

④ 同条第１０号から第１２号は、介護予防訪問リハビリテーショ

ン計画に定める計画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モ

ニタリング 、当該モニタリング結果の記録の作成、当該記録の）

担当する介護予防支援事業者への報告を義務づけたものである。

５ 介護予防居宅療養管理指導

指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針(1)
指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針については、基準第９５

条の定めるところによるほか、次の点に留意するものとする。

① 医師又は歯科医師の行う指定介護予防居宅療養管理指導は、訪

問診療等により常に利用者の病状及び心身の状況を把握し、計画

的な医学的管理又は歯科医学的管理を行っている要支援者に対し

て行うものであること。

② 指定介護予防居宅療養管理指導事業者は、要支援者にサービス

を提供している事業者にして、必要に応じて迅速に指導又は助言

を行うために、日頃からサービスの提供事業者や提供状況を把握

するように努めること。

③ 薬剤師、歯科衛生士及び管理栄養士は、指定介護予防居宅療養

管理指導を行った際には、速やかに、指定介護予防居宅療養管理
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指導を実施した要支援者の氏名、実施日時、実施した介護予防居

宅療養管理指導の要点及び担当者の氏名を記録すること。

６ 介護予防通所介護

指定介護予防通所介護の基本取扱方針(1)
予防基準第１０８条にいう指定介護予防通所介護の基本取扱方針

について、特に留意すべきところは、次のとおりである。

① 介護予防通所介護の提供に当たっては、介護予防とは、単に高

齢者の運動機能や栄養改善といった特定の機能の改善だけを目指

、 、すものではなく これらの心身機能の改善や環境調整等を通じて

一人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立し

た日常生活を営むことができるよう支援することを目的として行

われるものであることに留意しつつ行うこと。

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な

取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利

用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、

様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

④ 提供された介護予防サービスについては、介護予防通所介護計

画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の満足度等に

ついて常に評価を行うなど、その改善を図らなければならないも

のであること。

指定介護予防通所介護の具体的取扱方針(2)
① 予防基準第１０９条第１号及び第２号は、管理者は、介護予防

通所介護計画を作成しなければならないこととしたものである。

介護予防通所介護計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯

科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な

方法により、利用者の状況を把握・分析し、介護予防通所介護の

（ ）、提供によって解決すべき問題状況を明らかにし アセスメント

これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービ
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スの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにするものとする。

なお、介護予防通所介護計画の様式については、事業所ごとに定

めるもので差し支えない。

② 同条第３号は、介護予防通所介護計画は、介護予防サービス計

画に沿って作成されなければならないこととしたものである。

なお、介護予防通所介護計画の作成後に介護予防サービス計画

が作成された場合は、当該介護予防通所介護計画が介護予防サー

ビス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するも

のとする。

③ 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又

はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護

予防通所介護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏

まえて作成されなければならないものであり、その内容について

説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることによ

り、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しよう

とするものである。管理者は、介護予防通所介護計画の目標や内

容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明

を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うもの

とする。

また、介護予防通所介護計画を作成した際には、遅滞なく利用

者に交付しなければならならず、当該介護予防通所介護計画は、

予防基準第１０６条第２項の規定に基づき、２年間保存しなけれ

ばならないこととしている。

④ 同条第８号は、指定介護予防通所介護の提供に当たっては、介

護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、常に

新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであることとした

ものである。

⑤ 同条第９号から第１１号は、事業者に対して介護予防サービス

の提供状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務づ

けを行うとともに、介護予防通所介護計画に定める計画期間終了

後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を義務づけるも

のである。介護予防支援事業者に対する実施状況等の報告につい

ては、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供され

ているかどうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大

きく異なることとなっていないか等を確認するために行うもので
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あり、毎月行うこととしている。

また、併せて、事業者は介護予防通所介護計画に定める計画期

間が終了するまでに一回はモニタリングを行い、利用者の介護予

防通所介護計画に定める目標の達成状況の把握等を行うこととし

ており、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題の変化

が認められる場合等については、担当する介護予防支援事業者等

とも相談の上、必要に応じて当該介護予防通所介護計画の変更を

行うこととしたものである。

７ 介護予防通所リハビリテーション

(1) 指定介護予通所リハビリテーションの基本取扱方針

予防基準第１２４条にいう指定介護予防通所リハビリテーション

の基本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおり

である。

① 介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、介護予

防とは、単に高齢者の運動機能や栄養改善といった特定の機能の

改善だけを目指すものではなく、これらの心身機能の改善や環境

調整等を通じて、一人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態に

ならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援するこ

とを目的として行われるものであることに留意しつつ行うこと。

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な

取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利

用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、

様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

④ 提供された介護予防サービスについては、介護予防通所リハビ

リテーション計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなけ

ればならないものであること。

(2) 指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針
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① 予防基準第１２５条第１号及び第２号は、医師等の従業者は、

介護予防通所リハビリテーション計画を作成しなければならない

こととしたものである。介護予防通所リハビリテーション計画の

作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師からの情報伝達や

サービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の状

況を把握・分析し、介護予防通所リハビリテーションの提供によ

って解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント 、これに）

基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具

体的内容、所要時間、日程等を明らかにするものとする。なお、

介護予防通所リハビリテーション計画の様式については、事業所

ごとに定めるもので差し支えない。

② 同条第３号は、介護予防通所リハビリテーション計画は、介護

予防サービス計画に沿って作成されなければならないこととした

ものである。

なお、介護予防通所リハビリテーション計画の作成後に介護予

防サービス計画が作成された場合は、当該介護予防通所リハビリ

テーション計画が介護予防サービス計画に沿ったものであるか確

認し、必要に応じて変更するものとする。

③ 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又

はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護

予防通所リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の状

況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、そ

の内容について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務

づけることにより、サービス内容等への利用者の意向の反映の機

会を保障しようとするものである。医師等の従業者は、介護予防

通所リハビリテーション計画の目標や内容等について、利用者又

はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うとともに、その実

施状況や評価についても説明を行うものとする。

、 、また 介護予防通所リハビリテーション計画を作成した際には

遅滞なく利用者に交付しなければならならず、当該介護予防通所

リハビリテーション計画は、基準第１２２条第２項の規定に基づ

き、２年間保存しなければならないこととしている。

④ 同条第８号は、指定介護予防通所リハビリテーションの提供に

当たっては、介護技術の進歩に対応した適切なサービスが提供で

きるよう、常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきもので
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あることとしたものである。

⑤ 同条第９号から第１１号は、事業者に対して介護予防サービス

の提供状況等について介護予防支援事業者に対する報告の義務づ

けを行うとともに、介護予防通所リハビリテーション計画に定め

る計画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）

を義務づけるものである。介護予防支援事業者に対する実施状況

等の報告については、サービスが介護予防サービス計画に即して

適切に提供されているかどうか、また、当該計画策定時から利用

者の状態等が大きく異なることとなっていないか等を確認するた

めに行うものであり、毎月行うこととしている。

また、併せて、事業者は介護予防通所リハビリテーション計画

に定める計画期間が終了するまでに一回はモニタリングを行い、

利用者の介護予防通所リハビリテーション計画に定める目標の達

成状況の把握等を行うこととしており、当該モニタリングの結果

により、解決すべき課題の変化が認められる場合等については、

担当する介護予防支援事業者等とも相談の上、必要に応じて当該

介護予防通所リハビリテーション計画の変更を行うこととしたも

のである。

８ 介護予防短期入所生活介護

(1) 指定介護予防短期入所生活介護の基本取扱方針

予防基準第１４３条にいう指定介護予防短期入所生活介護の基本

、 、 。取扱方針について 特に留意すべきところは 次のとおりである

① 介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、一人ひとりの

高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を

営むことができるよう支援することを目的として行われるもので

あることに留意しつつ行うこと。

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な

取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利

用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、

様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う
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ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

指定介護予防短期入所生活介護の具体的取扱方針(2)
① 予防基準第１４４条第２号に定める「相当期間以上」とは、概

ね４日以上連続して利用する場合を指すこととするが、４日未満

の利用者にあっても、担当する介護予防支援事業者等と連携をと

ること等により、利用者の心身の状況等を踏まえて、他の介護予

防短期入所生活介護計画を作成した利用者に準じて、必要な介護

及び機能訓練等の支援を行うものとする。

なお、介護予防短期入所生活介護計画については、介護の提供

に係る計画等の作成に関し経験のある者や、介護の提供について

豊富な知識及び経験を有する者にそのとりまとめを行わせるもの

とし、当該事業所に介護支援専門員の資格を有する者がいる場合

は、その者に当該計画のとりまとめを行わせることが望ましいも

のである。

② 同条第３号は、介護予防短期入所生活介護計画が作成される場

合には、介護予防サービス計画に沿って作成されなければならな

いこととしたものである。

なお、介護予防短期入所生活介護計画の作成後に介護予防サー

ビス計画が作成された場合は、当該介護予防短期入所生活介護計

画が介護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に

応じて変更するものとする。

③ 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又

はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護

予防短期入所生活介護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び

希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内容

について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づける

ことにより、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保

障しようとするものである。管理者は、介護予防短期入所生活介

護計画の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解し

やすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価について

も説明を行うものとする。

また、介護予防短期入所生活介護計画を作成した際には、遅滞

なく利用者に交付しなければならならず、当該介護予防短期入所

生活介護計画は、予防基準第１４１条第２項の規定に基づき、２



- 132 -

年間保存しなければならないこととしている。

介護(3)
① 予防基準第１４５条で定める介護サービスの提供に当たって

は、在宅生活へ復帰することを念頭において行うことが基本であ

り、そのためには、利用者の家庭環境等を十分踏まえて、自立し

ている機能の低下が起きないようにするとともに残存機能の維持

、 、向上が図られるよう 適切な技術をもって介護サービスを提供し

又は必要な支援を行うものとすること。なお、介護サービス等の

実施に当たっては、利用者の人格に十分に配慮して実施するもの

とする。

② 同条第２項で定める入浴の実施に当たっては利用者の心身の状

況や自立支援を踏まえ、適切な方法により実施するものとする。

なお、入浴の実施に当たっては、事前に健康管理を行い、入浴す

ることが困難な場合は、清しきを実施するなど利用者の清潔保持

に努めるものとする。

③ 同条第３項で定める排せつの介護に当たっては、利用者の心身

の状況や排せつ状況などを基に自立支援を踏まえて、トイレ誘導

や排せつ介助等について適切な方法により実施するものとする。

「 」 、④ 同条第４項で定める おむつを使用せざるを得ない 場合には

利用者の心身及び活動状況に適したおむつを提供するとともに、

、 、おむつ交換に当たっては 頻繁に行えばよいということではなく

利用者の排せつ状況を踏まえて実施するものとする。

⑤ 同条第５項は、短期間の入所ではあるが、生活にメリハリをつ

け、生活面での積極性を向上させる観点から、１日の生活の流れ

に沿って、離床、着替え、整容など利用者の心身の状況に応じた

日常生活上の世話を適切に行うべきことを定めたものである。

⑥ 同条第６項で定める「常時 人以上の介護職員を介護に従事1
させ」るとは、夜間を含めて適切な介護を提供できるように介護

職員の勤務体制を定めておくものである。なお、介護サービスの

提供に当たっては、提供内容に応じて、職員体制を適切に行うも

のとする。

食事(4)
① 食事の提供について

利用者の心身の状況・嗜好に応じて適切な栄養量及び内容とす

ること。
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また、利用者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂

で行われるよう努めなければならないこと。

② 調理について

調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うとともに、そ

の実施状況を明らかにしておくこと。

③ 適時の食事の提供について

食事時間は適切なものとし、夕食時間は午後６時以降とするこ

とが望ましいが、早くても午後５時以降とすること。

④ 食事の提供に関する業務の委託について

食事の提供に関する業務は指定介護予防短期入所生活介護事業

、 、 、 、者自らが行うことが望ましいが 栄養管理 調理管理 材料管理

施設等管理、業務管理、衛生管理、労働衛生管理について事業者

自らが行う等、当該事業者の管理者が業務遂行上必要な注意を果

たし得るような体制と契約内容により、食事サービスの質が確保

される場合には、当該事業者の最終的責任の下で第３者に委託す

ることができること。

⑤ 居室関係部門と食事関係部門との連携について

食事提供については、利用者の嚥下や咀嚼の状況、食欲など心

身の状態等を当該利用者の食事に的確に反映させるために、居室

関係部門と食事関係部門との連絡が十分とられていることが必要

であること。

⑥ 栄養食事相談

利用者に対しては適切な栄養食事相談を行う必要があること。

⑦ 食事内容の検討について

食事内容については、当該事業者の医師又は栄養士を含む会議

において検討が加えられなければならないこと。

機能訓練(5)
予防基準第１４７条に定める機能訓練の提供に当たっては、利用

者の家庭環境等を十分に踏まえて、日常生活の自立を助けるため、

必要に応じて提供しなければならない。なお、日常生活及びレクリ

エーション、行事の実施等に当たっても、その効果を配慮するもの

とする。

健康管理(6)
① 予防基準第１４８条第１項は、健康管理が、医師及び看護職員

の業務であることを明確にしたものである。
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② 同条第２項で定める定期健康診断などの状況については、その

利用者の老人保健法の健康手帳の所要の記入欄に必要な事項を記

載するものとする。これらは、医療を受けた場合や在宅復帰後に

指定介護予防短期入所生活介護事業所での利用者の健康管理状況

を把握できるようにすることをねらいとしているものである。

相談及び援助(7)
予防基準第１４９条に定める相談及び援助については、常時必要

な相談及び援助を行い得る体制をとることにより、積極的に利用者

の在宅生活の向上を図ることを趣旨とするものである。

９ 介護予防短期入所療養介護

指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針(1)
予防基準第１９６条にいう指定介護予防短期入所療養介護の基本

、 、 。取扱方針について 特に留意すべきところは 次のとおりである

① 介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、一人ひとりの

高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を

営むことができるよう支援することを目的として行われるもので

あることに留意しつつ行うこと。

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な

取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利

用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、

様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

指定介護予防短期入所療養介護の具体的取扱方針(2)
① 予防基準第１９７条第２号に定める「相当期間以上」とは、概

ね４日以上連続して利用する場合を指すこととするが、４日未満

の利用者にあっても、担当する介護予防支援事業者等と連携をと

ること等により、利用者の心身の状況等を踏まえて、他の介護予

防短期入所療養介護計画を作成した利用者に準じて、必要な介護

及び機能訓練等の支援を行うものとする。
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なお、介護予防短期入所療養介護事業者は、施設に介護支援専

門員がいる場合には、介護支援専門員がいる場合には、介護支援

専門員に介護予防短期入所療養介護計画作成のとりまとめを行わ

せること。介護支援専門員がいない場合には、療養介護計画作成

の経験を有する者に作成をさせることが望ましい。

② 同条第３号は、介護予防短期入所療養介護計画が作成される場

合には、介護予防サービス計画に沿って作成されなければならな

いこととしたものである。

なお、介護予防短期入所療養介護計画の作成後に介護予防サー

ビス計画が作成された場合は、当該介護予防短期入所療養介護計

画が介護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に

応じて変更するものとする。

③ 同条第４号から第７号は、サービス提供に当たっての利用者又

はその家族に対する説明について定めたものである。即ち、介護

予防短期入所療養介護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び

希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内容

について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づける

ことにより、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保

障しようとするものである。管理者は、介護予防短期入所療養介

護計画の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解し

やすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価について

も説明を行うものとする。

また、介護予防短期入所療養介護計画を作成した際には、遅滞

なく利用者に交付しなければならならず、当該介護予防短期入所

療養介護計画は、予防基準第１９４条第２項の規定に基づき、２

年間保存しなければならないこととしている。

診療の方針について(3)
介護予防短期入所療養介護事業所の医師は、常に利用者の病床や

心身の状態の把握に努めること。特に、診療に当たっては、的確な

診断をもととし、入所者に対して必要な検査、投薬、処置等を妥当

適切に行うものとする。

機能訓練について(4)
リハビリテーションの提供に当たっては、利用者の心身の状況及

び家庭環境等を十分に踏まえて、日常生活の自立を助けるため、必

要に応じて提供しなければならないものとする。
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看護及び医学的管理の下における介護(5)
① 入浴の実施に当たっては、利用者の心身の状況や自立支援を踏

まえ適切な方法により実施するものとする。なお、利用者の心身

の状況から入浴が困難である場合には、清しきを実施するなど利

用者の清潔保持に努めるものとする。

② 排せつの介護に当たっては、利用者の心身の状況や排せつ状況

などをもとに自立支援の観点から、トイレ誘導や排せつ介助等に

ついて適切な方法により実施するものとする。おむつを使用せざ

るを得ない場合には、利用者の心身及び活動状況に適したおむつ

を提供し、適切におむつを交換するものとする。

食事(6)
① 食事の提供について

利用者の心身の状況・嗜好に応じて適切な栄養量及び内容とす

ること。

また、利用者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂

で行われるよう努めなければならないこと。

② 調理について

調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うとともに、そ

の実施状況を明らかにしておくこと。

③ 適時の食事の提供について

食事時間は適切なものとし、夕食時間は午後６時以降とするこ

とが望ましいが、早くても午後５時以降とすること。

④ 食事の提供に関する業務の委託について

食事の提供に関する業務は指定介護予防短期入所療養介護事業

、 、 、 、者自らが行うことが望ましいが 栄養管理 調理管理 材料管理

施設等管理、業務管理、衛生管理、労働衛生管理について事業者

自らが行う等、当該事業者の管理者が業務遂行上必要な注意を果

たし得るような体制と契約内容により、食事サービスの質が確保

される場合には、当該事業者の最終的責任の下で第３者に委託す

ることができること。

⑤ 療養室等関係部門と食事関係部門との連携について

食事提供については、利用者の嚥下や咀嚼の状況、食欲など心

身の状態等を当該利用者の食事に的確に反映させるために、療養

室等関係部門と食事関係部門との連絡が十分とられていることが

必要であること。
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⑥ 栄養食事相談

利用者に対しては適切な栄養食事相談を行う必要があること。

⑦ 食事内容の検討について

食事内容については、当該事業者の医師又は栄養士を含む会議

において検討が加えられなければならないこと。

１０ 介護予防特定施設入居者生活介護

指定介護予防特定施設入居者生活介護の基本取扱方針(1)
予防基準第２４６条にいう指定介護予防特定施設入居者生活介護

の基本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりで

ある。

① 介護予防特定施設入居者生活介護の提供に当たっては、一人ひ

とりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常

生活を営むことができるよう支援することを目的として行われる

ものであることに留意しつつ行うこと。

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な

取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利

用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、

様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

④ 提供された介護予防サービスについては、介護予防特定施設サ

ービス計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の満

足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなければな

らないものであること。

指定介護予防特定施設入居者生活介護の具体的取扱方針(2)
① 予防基準第２４７条第１号及び第２号は、計画作成担当者は、

介護予防特定施設サービス計画を作成しなければならないことと

したものである。介護予防特定施設サービス計画の作成に当たっ

ては、主治医又は主治の歯科医師からの情報伝達等の適切な方法

により、利用者の状況を把握・分析し、介護予防通所介護の提供
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によって解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント 、こ）

れに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービス

の具体的内容、所要時間、日程等を明らかにするものとする。な

お、介護予防特定施設サービス計画の様式については、事業所ご

とに定めるもので差し支えない。

② 同条第３号は、サービス提供に当たっての利用者又はその家族

に対する説明について定めたものである。即ち、介護予防特定施

設サービス計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏ま

えて作成されなければならないものであり、その内容について説

明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることによ

り、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しよう

とするものである。計画作成担当者は、介護予防特定施設サービ

ス計画の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解し

やすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価について

も説明を行うものとする。

また、介護予防特定施設サービス計画を作成した際には、遅滞

なく利用者に交付しなければならならず、当該介護予防特定施設

サービス計画は、基準第２４４条第２項の規定に基づき、２年間

保存しなければならないこととしている。

介護(3)
① 予防基準第２４８条の規定による介護サービスの提供に当たっ

ては 当該指定介護予防特定施設においてその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、適切な技術をもって

介護サービスを提供し、又は必要な支援を行うものとするなお、

介護サービス等の実施に当たっては、利用者の人格を十分に配慮

して実施するものとする。

② 同条第２項の規定による入浴の実施に当たっては、自ら入浴が

困難な利用者の心身の状況や自立支援を踏まえ適切な方法により

実施するものとする。なお、健康上の理由等で入浴の困難な利用

者については、清しきを実施するなど利用者の清潔保持に努める

ものとする。

③ 同条第３項の規定による排せつの介助に当たっては、利用者の

心身の状況や排せつ状況などを基に自立支援を踏まえて、トイレ

誘導や排せつ介助等について適切な方法により実施するものとす
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る。

④ 同条第４項は、介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、入

居者の心身の状況や要望に応じて、１日の生活の流れに沿って、

食事、離床、着替え、整容などの日常生活上の世話を適切に行う

べきことを定めたものである。

相談及び援助(4)
予防基準第２５０条の規定による相談及び援助については、常時

必要な相談及び社会生活に必要な支援を行いうる体制をとることに

より、積極的に入居者の生活の向上を図ることを趣旨とするもので

ある。なお、社会生活に必要な支援とは、入居者自らの趣味又は嗜

好に応じた生きがい活動、各種の公共サービス及び必要とする行政

機関に対する手続き等に関する情報提供又は相談である。

利用者の家族との連携等(5)
予防基準第２５１条は、指定介護予防特定施設入居者生活介護事

業者は、利用者の生活及び健康の状況並びにサービスの提供状況を

家族に定期的に報告する等常に利用者と家族の連携を図るととも

に、当該事業者が実施する行事への参加の呼びかけ等によって利用

者とその家族が交流できる機会等を確保するよう努めなければなら

ないこととするものである。

１１ 介護予防福祉用具貸与

指定介護予防福祉用具貸与の基本取扱方針(1)
予防基準第２７７条にいう指定介護予防福祉用具貸与の基本取扱

方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。

① 介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、一人ひとりの高齢

者ができる限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営む

ことができるよう支援することを目的として行われるものである

ことに留意しつつ行うこと。

② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

、「 」を踏まえ 利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。

(2) 指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針
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① 第１号及び第２号は、指定介護予防福祉用具貸与の提供に当た

って、福祉用具専門相談員が主治の医師等からの情報伝達及びサ

ービス担当者会議等を通じ 「利用者の自立の可能性を最大限引、

」 、 、き出す支援を行う ことを基本として 福祉用具を適切に選定し

個々の福祉用具の貸与について利用者に対し、説明及び同意を得

る手続きを規定したものである。

、 、② 第４号は 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっての調整

説明及び使用方法の指導について規定したものである 同号の 福。 「

祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載し

た文書」は、当該福祉用具の製造事業者、指定介護予防福祉用具

貸与事業者等の作成した取扱説明書をいうものである。

③ 第５号は、福祉用具の修理については、専門的な技術を有する

者に行わせても差し支えないが、この場合にあっても、専門相談

員が責任をもって修理後の点検を行うものとする

④ 第６号は、介護予防サービス計画に指定介護予防福祉用具貸与

が位置づけられる場合、主治の医師等からの情報伝達及びサービ

ス担当者会議の結果を踏まえ、指定介護予防支援等基準第二条に

規定する担当職員（以下③において「担当職員」という ）は、。

当該計画へ指定介護予福祉用具貸与の必要な理由の記載が必要と

なるため、福祉用具専門相談員は、これらのサービス担当者会議

等を通じて 「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行、

う」ことを基本として、福祉用具の適切な選定のための助言及び

情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。

また、少なくとも6月に1回、担当職員は、同様の手続きにより、そ

の必要な理由を記載した内容が、現在の利用者の心身の状況及び

その置かれている環境等に照らして、妥当なものかどうかの検証

が必要となるため、福祉用具専門相談員は、サービス担当者会議

等を通じて、福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供を

行う等の必要な措置を講じなければならない。

１２ 特定介護予防福祉用具販売

(1) 指定特定介護予防福祉用具販売の基本取扱方針

基準第２９０条にいう指定特定介護予防福祉用具販売の基本取扱

方針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。

① 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、一人ひ
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とりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日

常生活を営むことができるよう支援することを目的として行わ

れるものであることに留意しつつ行うこと。

② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補

う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を

引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があると

の指摘を踏まえ 「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支、

援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害する

ような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。

指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針(2)
、 、① 第１号は 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たって

福祉用具専門相談員が「利用者の自立の可能性を最大限引き出

す支援を行う」ことを基本として、特定介護予防福祉用具を適

切に選定し、個々の特定介護予防福祉用具の販売について利用

者に対し、説明及び同意を得る手続きを規定したものである。

② 第３号は、指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たって

の調整、説明及び使用方法の指導について規定したものである

が、特に、腰掛け便座、特殊尿器等の使用に際し衛生面から注

意が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際

しての注意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「特

定介護予防福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の

対応等を記載した文書」は、当該特定介護予防福祉用具の製造

事業者、指定特定介護予防福祉用具販売事業者等の作成した取

扱説明書をいうものである。

③ 第４号は、介護予防サービス計画に指定特定介護予防福祉用

具販売が位置づけられる場合、主治の医師等からの情報伝達及

びサービス担当者会議の結果を踏まえ、指定介護予防支援等基

準第二条に規定する担当職員（以下③において「担当職員」と

いう ）は、当該計画へ指定特定介護予防福祉用具販売の必要。

な理由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これ

らのサービス担当者会議等を通じて 「利用者の自立の可能性、

を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、特定介護予

防福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供を行う等の

必要な措置を講じなければならない。

④ 第5号は、介護予防サービス計画が作成されていない場合、
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福祉用具専門相談員は、施行規則第９０条第1項第3号に規定す

る介護予防福祉用具購入費の支給の申請に係る特定介護予防福

祉用具が必要な理由が記載された書類が作成されているかを確

認しなければならない。



 

 

（ 別 紙 ２ ） 

○ 指定居宅介護支援等の事業の人員、設備及び運営に関する基準について（平成 11 年老企第 22 号）（抄） 

（傍線の部分は改正部分） 

改        正        後 改        正        前 

第１ 基準の性格 

  １   (略) 

 

２ 指定居宅介護支援の事業を行う者又は行おうとする者

が満たすべき基準等を満たさない場合には、指定居宅介護

支援事業者の指定又は更新は受けられず、また、基準に違

反することが明らかになった場合には、①相当の期限を定

めて基準を遵守する勧告を行い、②相当の期限内に勧告に

従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該

勧告に対する対応等を公表し、③正当な理由が無く、当該

勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期限を定め

て当該勧告に係る措置をとるよう命令することができる

ものであること。ただし、③の命令をした場合には事業者

名、命令に至った経緯等を公表しなければならない。なお、

③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、

又は取り消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部

若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが

行われていることが判明した場合、当該サービスに関する

介護報酬の請求を停止させる）ができる。ただし、次に掲

げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなった

ものとして、指定の全部若しくは一部の停止又は直ちに取

り消すことができるものであること。 

① 指定居宅介護支援事業者及びその従業者が、居宅サー

第１ 基準の性格 

  １   (略) 

 

２ 基準第一章から第三章までを満たさない場合には、指定

居宅介護支援事業者の指定は受けられず、また、運営開始

後、基準に違反することが明らかになった場合は、都道府

県知事の指導等の対象となり、この指導等に従わない場合

には、当該指定を取り消すことができるものである。ただ

し、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができ

なくなったものとして、直ちに取り消すことができるもの

であること。 

① 指定居宅介護支援事業者及びその従業者が、居宅サー

ビス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の

居宅サービス事業者等によるサービスを利用させること

の対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その

他の財産上の利益を収受したときその他の自己の利益を

図るために基準に違反したとき 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれ

があるとき 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反が

あったとき 

 

 



 

 

ビス計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定

の居宅サービス事業者等によるサービスを利用させる

ことの対償として、当該居宅サービス事業者等から金

品その他の財産上の利益を収受したときその他の自己

の利益を図るために基準に違反したとき 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれ

があるとき 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反が

あったとき 

 

  ３ 運営に関する基準に従って事業の運営をすることがで

きなくなったことを理由として指定が取り消され、法に定

める期間の経過後に再度当該事業者から指定の申請がな

された場合には、当該事業者が運営に関する基準を遵守す

ることを確保することに特段の注意が必要であり、その改

善状況等が十分に確認されない限り指定を行わないもの

とする。 

 

４ （略） 

 

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準 

  １ 基本方針 

    介護保険制度においては、要介護者である利用者に対

し、個々の解決すべき課題、その心身の状況や置かれて

いる環境等に応じて保健・医療・福祉にわたる指定居宅

サービス等が、多様なサービス提供主体により総合的か

つ効率的に提供されるよう、居宅介護支援を保険給付の

対象として位置づけたものであり、その重要性に鑑み、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３ 運営に関する基準に従って事業の運営をすることがで

きなくなったことを理由として指定が取り消された直後

に再度当該事業者から指定の申請がなされた場合には、当

該事業者が運営に関する基準を遵守することを確保する

ことに特段の注意が必要であり、その改善状況等が十分に

確認されない限り指定を行わないものとする。 

 

 

４ （略） 

 

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準 

  １ 基本方針 

    介護保険制度においては、要介護者及び要支援者（以下

「要介護者等」という。）である利用者に対し、個々の解

決すべき課題、その心身の状況や置かれている環境等に応

じて保健・医療・福祉にわたる指定居宅サービス等が、多

様なサービス提供主体により総合的かつ効率的に提供さ

れるよう、居宅介護支援を保険給付の対象として位置づけ



 

 

保険給付率についても特に 10 割としているところであ

る。 

    基準第１条第１項は、「在宅介護の重視」という介護保

険制度の基本理念を実現するため、指定居宅介護支援の

事業を行うに当たってのもっとも重要な基本方針とし

て、利用者からの相談、依頼があった場合には、利用者

自身の立場に立ち、常にまず、その居宅において日常生

活を営むことができるように支援することができるかど

うかという視点から検討を行い支援を行うべきことを定

めたものである。 

    このほか、指定居宅介護支援の事業の基本方針として、

介護保険制度の基本理念である、高齢者自身によるサー

ビスの選択、保健・医療・福祉サービスの総合的、効率

的な提供、利用者本位、公正中立等を掲げている。介護

保険の基本理念を実現する上で、指定居宅介護支援事業

者が極めて重要な役割を果たすことを求めたものであ

り、指定居宅介護支援事業者は、常にこの基本方針を踏

まえた事業運営を図らなければならない。 

 

  ２ （略） 

    (1) 介護支援専門員の員数 

      介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所ごとに

必ず１人以上を常勤で置くこととされており、常勤の

考え方は(3)の①のとおりである。常勤の介護支援専門

員を置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業

所の営業時間中は、介護支援専門員は常に利用者から

の相談等に対応できる体制を整えている必要があると

いう趣旨であり、介護支援専門員がその業務上の必要

性から、又は他の業務を兼ねていることから、当該事

たものであり、その重要性に鑑み、保険給付率についても

特に 10 割としているところである。 

    基準第１条第１項は、「在宅介護の重視」という介護保

険制度の基本理念を実現するため、指定居宅介護支援の事

業を行うに当たってのもっとも重要な基本方針として、利

用者からの相談、依頼があった場合には、利用者自身の立

場に立ち、常にまず、その居宅において日常生活を営むこ

とができるように支援することができるかどうかという

視点から検討を行い支援を行うべきことを定めたもので

ある。 

    このほか、指定居宅介護支援の事業の基本方針として、

介護保険制度の基本理念である、高齢者自身によるサービ

スの選択、保健・医療・福祉サービスの総合的、効率的な

提供、利用者本位、公正中立等を掲げている。介護保険の

基本理念を実現する上で、指定居宅介護支援事業者が極め

て重要な役割を果たすことを求めたものであり、指定居宅

介護支援事業者は、常にこの基本方針を踏まえた事業運営

を図らなければならない。 

 

  ２ （略） 

    (1) 介護支援専門員の員数 

      介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所ごとに必

ず１人以上を常勤で置くこととされており、常勤の考え

方は(3)の①のとおりである。常勤の介護支援専門員を

置くべきこととしたのは、指定居宅介護支援事業所の営

業時間中は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等

に対応できる体制を整えている必要があるという趣旨

であり、介護支援専門員がその業務上の必要性から、又

は他の業務を兼ねていることから、当該事業所に不在と



 

 

業所に不在となる場合であっても、管理者、その他の

従業者等を通じ、利用者が適切に介護支援専門員に連

絡が取れる体制としておく必要がある。 

      なお、介護支援専門員については、他の業務との兼

務を認められているところであるが、これは、居宅介

護支援の事業が、指定居宅サービス等の実態を知悉す

る者により併せて行われることが効果的であるとされ

る場合もあることに配慮したものである。 

      また、当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の

数 35 人に対して１人を標準とするものであり、利用者

の数が35人又はその端数を増すごとに増員することが

望ましい。ただし、当該増員に係る介護支援専門員に

ついては非常勤とすることを妨げるものではない。 

      また、当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務

との兼務については、介護保険施設に置かれた常勤専

従の介護支援専門員との兼務を除き、差し支えないも

のであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービ

ス事業の業務を指すものではない。 

    (2) 管理者 

      指定居宅介護支援事業所に置くべき管理者は、介護

支援専門員であって、専ら管理者の職務に従事する常

勤の者でなければならないが、当該指定居宅介護支援

事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合及び管

理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する

場合（その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に

支障がない場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の職務

に従事する常勤の者でなくても差し支えないこととさ

れている。この場合、同一敷地内にある他の事業所と

は、必ずしも指定居宅サービス事業を行う事業所に限

なる場合であっても、管理者、その他の従業者等を通じ、

利用者が適切に介護支援専門員に連絡が取れる体制と

しておく必要がある。 

      なお、介護支援専門員については、他の業務との兼務

を認められているところであるが、これは、居宅介護支

援の事業が、指定居宅サービス等の実態を知悉する者に

より併せて行われることが効果的であるとされる場合

もあることに配慮したものである。 

      また、当該常勤の介護支援専門員の配置は利用者の数

50 人に対して１人を標準とするものであり、利用者の

数が 50 人又はその端数を増すごとに増員することが望

ましい。ただし、当該増員に係る介護支援専門員につい

ては非常勤とすることを妨げるものではない。 

      また、当該非常勤の介護支援専門員に係る他の業務と

の兼務については、介護保険施設に置かれた常勤専従の

介護支援専門員との兼務を除き、差し支えないものであ

り、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス事業の

業務を指すものではない。 

    (2) 管理者 

      指定居宅介護支援事業所に置くべき管理者は、専らそ

の職務に従事する常勤の者でなければならないが、当該

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に従

事する場合及び管理者が同一敷地内にある他の事業所

の職務に従事する場合（その管理する指定居宅介護支援

事業所の管理に支障がない場合に限る。）はこの限りで

ないこととされている。この場合、同一敷地内にある他

の事業所とは、必ずしも指定居宅サービス事業を行う事

業所に限るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、

診療所、薬局等の業務に従事する場合も、当該指定居宅



 

 

るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、診療

所、薬局等の業務に従事する場合も、当該指定居宅介

護支援事業所の管理に支障がない限り認められるもの

である。 

      指定居宅介護支援事業所の管理者は、指定居宅介護

支援事業所の営業時間中は、常に利用者からの利用申

込等に対応できる体制を整えている必要があるもので

あり、管理者が介護支援専門員を兼務していて、その

業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であ

っても、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に管

理者に連絡が取れる体制としておく必要がある。 

      また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪

問サービスそのものに従事する従業者との兼務は一般

的には管理者の業務に支障があると考えられるが、訪

問サービスに従事する勤務時間が限られている職員の

場合には、支障がないと認められる場合もありうる。

また、併設する事業所に原則として常駐する老人介護

支援センターの職員、訪問介護、訪問看護等の管理者

等との兼務は可能と考えられる。なお、介護保険施設

の常勤専従の介護支援専門員との兼務は認められない

ものである。 

    (3) （略） 

    

  ３ （略） 

    (1)・(2) （略） 

    (3) 要介護認定の申請に係る援助 

      ① 基準第８条第１項は、法第 27 条第１項に基づき、

被保険者が居宅介護支援事業者に要介護認定の申請

に関する手続きを代わって行わせることができるこ

介護支援事業所の管理に支障がない限り認められるも

のである。 

      指定居宅介護支援事業所の管理者は、指定居宅介護支

援事業所の営業時間中は、常に利用者からの利用申込等

に対応できる体制を整えている必要があるものであり、

管理者が介護支援専門員を兼務していて、その業務上の

必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、そ

の他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が

取れる体制としておく必要がある。 

      また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問

サービスそのものに従事する従業者との兼務は一般的

には管理者の業務に支障があると考えられるが、訪問サ

ービスに従事する勤務時間が限られている職員の場合

には、支障がないと認められる場合もありうる。また、

併設する事業所に原則として常駐する老人介護支援セ

ンターの職員、訪問介護、訪問看護等の管理者等との兼

務は可能と考えられる。なお、介護保険施設の常勤専従

の介護支援専門員との兼務は認められないものである。 

 

 

 

    (3) （略） 

 

  ３ （略） 

    (1)・(2) （略） 

    (3) 要介護認定等の申請に係る援助 

      ① 基準第８条第１項は、法第 27 条第１項及び第 32 条

第１項に基づき、被保険者が居宅介護支援事業者に要

介護認定等の申請に関する手続きを代わって行わせ



 

 

と等を踏まえ、被保険者から要介護認定の申請の代

行を依頼された場合等においては、居宅介護支援事

業者は必要な協力を行わなければならないものとし

たものである。 

      ② 同条第２項は、要介護認定の申請がなされていれ

ば、要介護認定の効力が申請時に遡ることにより、

指定居宅介護支援の利用に係る費用が保険給付の対

象となり得ることを踏まえ、指定居宅介護支援事業

者は、利用申込者が要介護認定を受けていないこと

を確認した場合には、要介護認定の申請が既に行わ

れているかどうかを確認し、申請が行われていない

場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに

当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければ

ならないこととしたものである。 

      ③ 同条第３項は、要介護認定の有効期間が付されて

いるものであることを踏まえ、指定居宅介護支援事

業者は、要介護認定の有効期間を確認した上、要介

護認定等の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受

けている要介護認定の有効期間が終了する１月前に

はなされるよう、必要な援助を行わなければならな

いこととしたものである。 

  (4) 身分を証する書類の携行 

      基準第９条は、利用者が安心して指定居宅介護支援

の提供を受けられるよう、指定居宅介護支援事業者が、

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に介護

支援専門員証を携行させ、初回訪問時及び利用者又は

その家族から求められたときは、これを提示すべき旨

を指導するべきこととしたものである。また、当分の

間、介護支援専門員証に写真を貼付しないことができ

ることができること等を踏まえ、被保険者から要介護

認定等の申請の代行を依頼された場合等においては、

居宅介護支援事業者は必要な協力を行わなければな

らないものとしたものである。 

      ② 同条第２項は、要介護認定等の申請がなされていれ

ば、要介護認定等の効力が申請時に遡ることにより、

指定居宅介護支援の利用に係る費用が保険給付の対

象となり得ることを踏まえ、指定居宅介護支援事業者

は、利用申込者が要介護認定等を受けていないことを

確認した場合には、要介護認定等の申請が既に行われ

ているかどうかを確認し、申請が行われていない場合

は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申

請が行われるよう必要な援助を行わなければならな

いこととしたものである。 

      ③ 同条第３項は、要介護認定等の有効期間が付されて

いるものであることを踏まえ、指定居宅介護支援事業

者は、要介護認定等の有効期間を確認した上、要介護

認定等の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けて

いる要介護認定等の有効期間が終了する１月前には

なされるよう、必要な援助を行わなければならないこ

ととしたものである。 

  (4) 身分を証する書類の携行 

      基準第９条は、利用者が安心して指定居宅介護支援の

提供を受けられるよう、指定居宅介護支援事業者が、当

該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に身分を

証する証書や名刺等を携行させ、初回訪問時及び利用者

又はその家族から求められたときは、これを提示すべき

旨を指導するべきこととしたものである。当該証書等に

は、当該指定居宅介護支援事業所の名称、当該介護支援



 

 

るとされたものである。 

 

 

 

   (5) 利用料等の受領 

      ① 基準第 10 条第１項は、利用者間の公平及び利用者

の保護の観点から、保険給付がいわゆる償還払いと

なる場合と、保険給付が利用者に代わり指定居宅介

護支援事業者に支払われる場合（以下「代理受領が

なされる場合」という。）の間で、一方の経費が他方

へ転嫁等されることがないよう、償還払いの場合の

指定居宅介護支援の利用料の額と、居宅介護サービ

ス計画費の額(要するに、代理受領がなされる場合の

指定居宅介護支援に係る費用の額)との間に、不合理

な差額を設けてはならないこととするとともに、こ

れによって、償還払いの場合であっても原則として

利用者負担が生じないこととする趣旨である。 

 

      ②・③ （略） 

    (6) （略） 

    (7) （略） 

      ①～③ （略） 

   ④ 総合的な居宅サービス計画の作成（第４号） 

        居宅サービス計画は、利用者の日常生活全般を支

援する観点に立って作成されることが重要である。こ

のため、居宅サービス計画の作成又は変更に当たって

は、利用者の希望や課題分析の結果に基づき、介護給

付等対象サービス以外の、例えば、市町村保健師等が

居宅を訪問して行う指導等の保健サービス、老人介護

専門員の氏名を記載した上、写真を貼付したものとする

ことが望ましい。なお、当該介護支援専門員は、当該証

書等に併せて都道府県知事が発行する携帯用介護支援

専門員登録証明書を携行するものとする。 

   (5) 利用料等の受領 

      ① 基準第 10 条第１項は、利用者間の公平及び利用者

の保護の観点から、保険給付がいわゆる償還払いとな

る場合と、保険給付が利用者に代わり指定居宅介護支

援事業者に支払われる場合（以下「代理受領がなされ

る場合」という。）の間で、一方の経費が他方へ転嫁

等されることがないよう、償還払いの場合の指定居宅

介護支援の利用料の額と、居宅介護サービス計画費又

は居宅支援サービス計画費の額(要するに、代理受領

がなされる場合の指定居宅介護支援に係る費用の額)

との間に、不合理な差額を設けてはならないこととす

るとともに、これによって、償還払いの場合であって

も原則として利用者負担が生じないこととする趣旨

である。 

      ②・③ （略） 

    (6) （略） 

    (7) （略） 

      ①～③ （略） 

   ④ 総合的な居宅サービス計画の作成（第４号） 

        居宅サービス計画は、利用者の日常生活全般を支援

する観点に立って作成されることが重要である。この

ため、居宅サービス計画の作成又は変更に当たって

は、利用者の希望や課題分析の結果に基づき、介護給

付等対象サービス以外の、例えば、市町村保健師等が

居宅を訪問して行う指導・教育等の保健サービス、老



 

 

支援センターにおける相談援助及び市町村が一般施

策として行う配食サービス、寝具乾燥サービスや当該

地域の住民による見守り、配食、会食などの自発的な

活動によるサービス等、更には、こうしたサービスと

併せて提供される精神科訪問看護等の医療サービス、

はり師・きゅう師による施術、保健師・看護師・柔道

整復師・あん摩マッサージ指圧師による機能訓練など

も含めて居宅サービス計画に位置付けることにより

総合的な計画となるよう努めなければならない。 

     なお、介護支援専門員は、当該日常生活全般を支

援する上で、利用者の希望や課題分析の結果を踏ま

え、地域で不足していると認められるサービス等につ

いては、介護給付等対象サービスであるかどうかを問

わず、当該不足していると思われるサービス等が地域

において提供されるよう関係機関等に働きかけてい

くことが望ましい。 

 

   ⑤～⑧ （略） 

      ⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取

（第９号） 

        介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高

い居宅サービス計画とするため、各サービスが共通

の目標を達成するために具体的なサービスの内容と

して何ができるかなどについて、居宅サービス計画

原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者から

なるサービス担当者会議の開催により、利用者の状

況等に関する情報を当該担当者と共有するととも

に、専門的な見地からの意見を求め調整を図ること

が重要である。また、やむを得ない理由がある場合

人介護支援センターにおけるソーシャルワーク及び

市町村が一般施策として行う配食サービス、寝具乾燥

サービスや当該地域の住民による見守り、配食、会食

などの自発的な活動によるサービス等、更には、こう

したサービスと併せて提供される精神科訪問看護等

の医療サービス、はり師・きゅう師による施術、保健

師・看護師・柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師に

よる機能訓練なども含めて居宅サービス計画に位置

付けることにより総合的な計画となるよう努めなけ

ればならない。 

     なお、介護支援専門員は、当該日常生活全般を支援

する上で、利用者の希望や課題分析の結果を踏まえ、

地域で不足していると認められるサービス等につい

ては、介護給付等対象サービスであるかどうかを問わ

ず、当該不足していると思われるサービス等が地域に

おいて提供されるよう関係機関等に働きかけていく

ことが望ましい。 

   ⑤～⑧ （略） 

      ⑨ サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第

９号） 

        介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い

居宅サービス計画とするため、各サービスが共通の目

標を達成するために具体的なサービスの内容として

何ができるかなどについて、居宅サービス計画原案に

位置付けた指定居宅サービス等の担当者からなるサ

ービス担当者会議の開催又は当該担当者への照会等

により、専門的な見地からの意見を求め調整を図るこ

とが重要である。また、介護支援専門員は、利用者の

状態を分析し、複数職種間で直接に意見調整を行う必



 

 

については、サービス担当者に対する照会等により

意見を求めることができるものとしているが、この

場合にも、緊密に相互の情報交換を行うことにより、

利用者の状況等についての情報や居宅サービス計画

原案の内容を共有できるようにする必要がある。な

お、ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、

開催の日程調整を行ったが、サービス担当者の事由

により、サービス担当者会議への参加が得られなか

った場合、居宅サービス計画の変更であって、利用

者の状態に大きな変化が見られない等における軽微

な変更の場合等が想定される。 

        なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担

当者への照会内容について記録するとともに、基準

第 29 条の第２項の規定に基づき、当該記録は、２年

間保存しなければならない。 

      ⑩～⑫ （略） 

      ⑬ モニタリングの実施（第 13 号） 

        介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、

居宅サービス計画の作成後においても、利用者及び

その家族、主治の医師、指定居宅サービス事業者等

との連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サ

ービス事業者等の担当者との連携により、モニタリ

ングが行われている場合においても、特段の事情の

ない限り、少なくとも１月に１回は利用者の居宅で

面接を行い、かつ、少なくとも１月に１回はモニタ

リングの結果を記録することが必要である。 

        また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、

利用者の居宅を訪問し、利用者に面接することがで

きない場合を主として指すものであり、介護支援専

要の有無について十分見極める必要があるものであ

る。 

        なお、当該サービス担当者会議の要点又は当該担当

者への照会内容について記録するとともに、基準第

29 条の第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間

保存しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ⑩～⑫ （略） 

      ⑬ モニタリングの実施（第 13 号） 

        介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居

宅サービス計画の作成後においても、利用者及びその

家族、主治の医師、指定居宅サービス事業者等との連

絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サービス事

業者等の担当者との連携により、モニタリングが行わ

れている場合においても、特段の事情のない限り、少

なくとも１月に１回は利用者の居宅で面接を行い、か

つ、少なくとも３月に１回はモニタリングの結果を記

録することが必要である。 

        また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、

利用者の居宅を訪問し、利用者に面接することができ

ない場合を主として指すものであり、介護支援専門員



 

 

門員に起因する事情は含まれない。 

        さらに、当該特段の事情がある場合については、

その具体的な内容を記録しておくことが必要であ

る。 

        なお、基準第 29 条第２項の規定に基づき、モニタ

リングの結果の記録は、２年間保存しなければなら

ない。 

      ⑭ 居宅サービス計画の変更の必要性についてのサー

ビス担当者会議等による専門的意見の聴取（第14号）

        介護支援専門員は、利用者が要介護状態区分の変

更の認定を受けた場合など本号に掲げる場合には、

サービス担当者会議の開催により、居宅サービス計

画の変更の必要性について、担当者から、専門的な

見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむ

を得ない理由がある場合については、サービス担当

者に対する照会等により意見を求めることができる

ものとする。なお、ここでいうやむを得ない理由が

ある場合とは、開催の日程調整を行ったが、サービ

ス担当者の事由により、サービス担当者会議への参

加が得られなかった場合等が想定される。 

        当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者へ

の照会内容については記録するとともに、基準第 29

条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。 

        また、上記の担当者からの意見により、居宅サー

ビス計画の変更の必要がない場合においても、記録

の記載及び保存について同様である。 

      ⑮～⑯ （略） 

      ⑰ 介護保険施設との連携（第 17 号） 

に起因する事情は含まれない。 

        さらに、当該特段の事情がある場合については、そ

の具体的な内容を記録しておくことが必要である。 

        なお、基準第 29 条第２項の規定に基づき、モニタ

リングの結果の記録は、２年間保存しなければならな

い。 

 

      ⑭ 居宅サービス計画の変更の必要性についてのサー

ビス担当者会議等による専門的意見の聴取（第 14 号） 

        介護支援専門員は、利用者が要介護状態区分の変更

の認定を受けた場合など本号に掲げる場合には、サー

ビス担当者会議の開催、担当者に対する照会等によ

り、居宅サービス計画の変更の必要性について、担当

者から、専門的な見地からの意見を求めるものとす

る。 

        当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者へ

の照会内容については記録するとともに、基準第 29

条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存し

なければならない。 

        また、上記の担当者からの意見により、居宅サービ

ス計画の変更の必要がない場合においても、記録の記

載及び保存について同様である。 

 

 

 

 

 

      ⑮～⑯ （略） 

      ⑰ 介護保険施設との連携（第 17 号） 



 

 

        介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は

退所しようとする要介護者から居宅介護支援の依頼

があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行

できるよう、あらかじめ、居宅での生活における介

護上の留意点等の情報を介護保険施設等の従業者か

ら聴取する等の連携を図るとともに、居宅での生活

を前提とした課題分析を行った上で居宅サービス計

画を作成する等の援助を行うことが重要である。 

      ⑱ （略） 

      ⑲ 短期入所生活介護及び短期入所療養介護の居宅サ

ービス計画への位置付け（第 20 号） 

        短期入所生活介護及び短期入所療養介護（以下「短

期入所サービス」という。）は、利用者の自立した日

常生活の維持のために利用されるものであり、指定

居宅介護支援を行う介護支援専門員は、短期入所サ

ービスを位置付ける居宅サービス計画の作成に当た

って、利用者にとってこれらの居宅サービスが在宅

生活の維持につながるように十分に留意しなければ

ならないことを明確化したものである。 

        この場合において、短期入所サービスの利用日数

に係る「要介護認定の有効期間のおおむね半数を超

えない」という目安については、居宅サービス計画

の作成過程における個々の利用者の心身の状況やそ

の置かれている環境等の適切な評価に基づき、在宅

生活の維持のための必要性に応じて弾力的に運用す

ることが可能であり、要介護認定の有効期間の半数

の日数以内であるかについて機械的な適用を求める

ものではない。 

        従って、利用者の心身の状況及び本人、家族等の

        介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退

所しようとする要介護者等から居宅介護支援の依頼

があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行で

きるよう、あらかじめ、居宅での生活における介護上

の留意点等の情報を介護保険施設等の従業者から聴

取する等の連携を図るとともに、居宅での生活を前提

とした課題分析を行った上で居宅サービス計画を作

成する等の援助を行うことが重要である。 

      ⑱ （略） 

      ⑲ 短期入所生活介護及び短期入所療養介護の居宅サ

ービス計画への位置付け（第 20 号） 

        短期入所生活介護及び短期入所療養介護（以下「短

期入所サービス」という。）は、利用者の自立した日

常生活の維持のために利用されるものであり、指定居

宅介護支援を行う介護支援専門員は、短期入所サービ

スを位置付ける居宅サービス計画の作成に当たって、

利用者にとってこれらの居宅サービスが在宅生活の

維持につながるように十分に留意しなければならな

いことを明確化したものである。 

        この場合において、短期入所サービスの利用日数に

係る「要介護認定等の有効期間のおおむね半数を超え

ない」という目安については、居宅サービス計画の作

成過程における個々の利用者の心身の状況やその置

かれている環境等の適切な評価に基づき、在宅生活の

維持のための必要性に応じて弾力的に運用すること

が可能であり、要介護認定等の有効期間の半数の日数

以内であるかについて機械的な適用を求めるもので

はない。 

        従って、利用者の心身の状況及び本人、家族等の意



 

 

意向に照らし、この目安を超えて短期入所サービス

の利用が特に必要と認められる場合においては、こ

れを上回る日数の短期入所サービスを居宅サービス

計画に位置付けることも可能である。 

      ⑳ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービ

ス計画への反映（第 21 号・22 号） 

        福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、

その特性と利用者の心身の状況等を踏まえて、その

必要性を十分に検討せずに選定した場合、利用者の

自立支援は大きく阻害されるおそれがあることか

ら、検討の過程を別途記録する必要がある。 

        このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画

に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を位置付ける

場合には、サービス担当者会議を開催し、当該計画

に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由

を記載しなければならない。 

        なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計

画作成後少なくとも６月に 1 回はサービス担当者会

議を開催して、利用者が継続して福祉用具貸与を受

ける必要性について専門的意見を聴取するとともに

検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある

場合には、その理由を再び居宅サービス計画に記載

しなければならない。 

        また、福祉用具貸与については以下の項目につい

て留意することとする。 

       ア 介護支援専門員は、経過的要介護又は要介護１

の利用者（以下「軽度者」という。）の居宅サー

ビス計画に指定福祉用具貸与を位置付ける場合に

は、「厚生労働大臣が定める者等」（平成１２年厚

向に照らし、この目安を超えて短期入所サービスの利

用が特に必要と認められる場合においては、これを上

回る日数の短期入所サービスを居宅サービス計画に

位置付けることも可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

生省告示第２３号）第１９号のイで定める状態像

の者であることを確認するため、当該軽度者の「要

介護認定等基準時間の推計の方法」（平成１２年

厚生省告示第９１号）別表第１の調査票について

必要な部分（実施日時、調査対象者等の時点の確

認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回

答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の

写し（以下「調査票の写し」という。）を市町村

から入手しなければならない。 

         ただし、当該軽度者がこれらの結果を介護支

援専門員へ提示することに、あらかじめ同意し

ていない場合については、当該軽度者の調査票

の写しを本人に情報開示させ、それを入手しな

ければならない。 

       イ 介護支援専門員は、当該軽度者の調査票の写し

を指定福祉用具貸与事業者へ提示することに同意

を得たうえで、市町村より入手した調査票の写し

について、その内容が確認できる文書を指定福祉

用具貸与事業者へ送付しなければならない。 

         なお、介護保険法等の一部を改正する法律（平

成１７年法律第７７号）第３条の施行の日（以下

「施行日」という。）前に対象外種目に係る指定福

祉用具貸与を受けていた者については、軽度者で

「厚生労働大臣が定める者等」（平成１２年厚生

省告示第２３号）第１９号のイで定める状態像の

者でなくとも、施行日から起算して６月を超えな

い期間において、対象外種目に係る指定福祉用具

貸与を受けることができることとされている。 

      ○21  認定審査会意見等の居宅サービス計画への反映

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ⑳ 認定審査会意見等の居宅サービス計画への反映（第



 

 

（第 23 号） 

        指定居宅サービス事業者は、法第 73 条第２項の規

定に基づき認定審査会意見が被保険者証に記されて

いるときは、当該意見に従って、当該被保険者に当

該指定居宅サービスを提供するように努める必要が

あり、介護支援専門員は、利用者が提示する被保険

者証にこれらの記載がある場合には、利用者にその

趣旨（法第 37 条第１項の指定に係る居宅サービス若

しくは地域密着型サービス種類については、その変

更の申請ができることを含む。）について説明し、理

解を得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画

を作成する必要がある。 

 

 

      ○22  指定介護予防支援事業者との連携（第 24 号） 

        要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受

けた場合には、指定介護予防支援事業者が当該利用

者の介護予防サービス計画を作成することになるた

め、速やかに適切な介護予防サービス計画の作成に

着手できるよう、指定居宅介護支援事業所は、指定

介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要な情報

を提供する等の連携を図ることとしたものである。

      ○23  指定介護予防支援業務の受託上限（第 25 条） 

        指定居宅介護支援事業者は、法第 115 条の 21 第３

項の規定に基づき、指定介護予防支援事業者から指

定介護予防支援の業務の委託を受けることができる

が、当該委託を受けることができる利用者の数は、

常勤換算方法で算定した介護支援専門員１人につき

８人を限度とする。この場合、事業所全体でこの上

21 号） 

        指定居宅サービス事業者は、法第 73 条第２項の規

定に基づき認定審査会意見が被保険者証に記されて

いるときは、当該意見に従って、当該被保険者に当該

指定居宅サービスを提供するように努めなければな

らないこと、法第 37 条第１項の規定により居宅サー

ビスの種類が指定されたときには、当該指定されたサ

ービス以外のサービスについては保険給付が行われ

ないことから、介護支援専門員は、利用者が提示する

被保険者証にこれらの記載がある場合には、利用者に

その趣旨（法第 37 条第１項の指定に係る居宅サービ

ス種類については、その変更の申請ができることを含

む。）について説明し、理解を得た上で、その内容に

沿って居宅サービス計画を作成しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

限を下回っていれば、適切な範囲で、介護支援専門

員同士で役割分担を行うことは差し支えない。なお、

指定居宅介護支援事業者は、その業務量等を勘案し、

当該上限の範囲内であっても指定介護予防支援業務

を受託することによって、当該指定居宅介護支援事

業者が本来行うべき指定居宅介護支援業務の適正な

実施に影響を及ぼすことのないよう配慮しなければ

ならない。 

    (8) 法定代理受領サービスに係る報告 

      ① 基準第 14 条第１項は、居宅介護サービス費を利用

者に代わり当該指定居宅サービス事業者に支払うた

めの手続きとして、指定居宅介護支援事業者に、市

町村（国民健康保険団体連合会に委託している場合

にあっては当該国民健康保険連合会）に対して、居

宅サービス計画において位置付けられている指定居

宅サービス等のうち法定代理受領サービスとして位

置付けたものに関する情報を記載した文書（給付管

理票）を毎月提出することを義務づけたものである。

      ② 同条第２項は、指定居宅介護支援事業者が居宅サ

ービス計画に位置付けられている基準該当居宅サー

ビスに係る情報を指定居宅サービスに係る情報と合

わせて市町村（国民健康保険団体連合会に委託して

いる場合にあっては当該国民健康保険団体連合会）

に対して提供することにより、基準該当居宅サービ

スに係る特例居宅介護サービス費又は特例居宅支援

サービス費の支払事務が、居宅サービス計画に位置

付けられている指定居宅サービスに係る居宅介護サ

ービス費の支払を待つことなく、これと同時並行的

に行うことができるようにするための規定である。

 

 

 

 

 

 

 

 

    (8) 法定代理受領サービスに係る報告 

      ① 基準第 14 条第１項は、居宅介護サービス費又は居

宅支援サービス費を利用者に代わり当該指定居宅サ

ービス事業者に支払うための手続きとして、指定居宅

介護支援事業者に、市町村（国民健康保険団体連合会

に委託している場合にあっては当該国民健康保険連

合会）に対して、居宅サービス計画において位置付け

られている指定居宅サービス等のうち法定代理受領

サービスとして位置付けたものに関する情報を記載

した文書（給付管理票）を毎月提出することを義務づ

けたものである。 

      ② 同条第２項は、指定居宅介護支援事業者が居宅サー

ビス計画に位置付けられている基準該当居宅サービ

スに係る情報を指定居宅サービスに係る情報と合わ

せて市町村（国民健康保険団体連合会に委託している

場合にあっては当該国民健康保険団体連合会）に対し

て提供することにより、基準該当居宅サービスに係る

特例居宅介護サービス費又は特例居宅支援サービス

費の支払事務が、居宅サービス計画に位置付けられて

いる指定居宅サービスに係る居宅介護サービス費又

は居宅支援サービス費の支払を待つことなく、これと



 

 

 

 

(9) 利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付 

基準第 15 条は、利用者が指定居宅介護支援事業者を

変更した場合に、変更後の指定居宅介護支援事業者又

は指定介護予防支援事業者が滞りなく給付管理票の作

成・届出等の事務を行うことができるよう、指定居宅

介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者

の利用を希望する場合、要介護認定を受けている利用

者が要支援認定を受けた場合、その他利用者からの申

し出があった場合には、当該利用者に対し、直近の居

宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付

しなければならないこととしたものである。 

(10) 利用者に関する市町村への通知 

      基準第 16 条は、偽りその他不正の行為によって保険

給付を受けた者及び自己の故意の犯罪行為若しくは重

大な過失等により、要介護状態若しくはその原因とな

った事故を生じさせるなどした者については、市町村

が、介護保険法第 22 条第１項に基づく既に支払った保

険給付の徴収又は第64条に基づく保険給付の制限を行

うことができることに鑑み、指定居宅介護支援事業者

が、その利用者に関し、保険給付の適正化の観点から

市町村に通知しなければならない事由を列記したもの

である。 

    (11)    （略） 

  （12）勤務体制の確保 

    基準第 19 条は、利用者に対する適切な指定居宅介護

支援の提供を確保するため、職員の勤務体制等を規定

したものであるが、次の点に留意する必要がある。 

同時並行的に行うことができるようにするための規

定である。 

    (9) 利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付 

      基準第 15 条は、利用者が指定居宅介護支援事業者を

変更した場合に、変更後の指定居宅介護支援事業者が滞

りなく給付管理票の作成・届出等の事務を行うことがで

きるよう、指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居

宅介護支援事業者の利用を希望する場合その他利用者

からの申し出があった場合には、当該利用者に対し、直

近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類

を交付しなければならないこととしたものである。 

 

 

  (10) 利用者に関する市町村への通知 

      基準第 16 条は、偽りその他不正の行為によって保険

給付を受けた者及び自己の故意の犯罪行為若しくは重

大な過失等により、要介護状態等若しくはその原因とな

った事故を生じさせるなどした者については、市町村

が、介護保険法第 22 条第１項に基づく既に支払った保

険給付の徴収又は第 64 条に基づく保険給付の制限を行

うことができることに鑑み、指定居宅介護支援事業者

が、その利用者に関し、保険給付の適正化の観点から市

町村に通知しなければならない事由を列記したもので

ある。 

    (11)     （略） 

  （12）勤務体制の確保 

    基準第 19 条は、利用者に対する適切な指定居宅介護

支援の提供を確保するため、職員の勤務体制等を規定し

たものであるが、次の点に留意する必要がある。 



 

 

   ①～②   （略） 

   ③ 同条第三項は、より適切な指定居宅介護支援を行

うために、介護支援専門員の研修の重要性について

規定したものであり、指定居宅介護支援事業者は、

介護支援専門員の資質の向上を図る研修の機会を確

保しなければならない。特に、介護支援専門員実務

研修修了後、初めて就業した介護支援専門員につい

ては、就業後 6 月から 1 年の間に都道府県等が行う

初任者向けの研修を受講する機会を確保しなければ

ならない。 

  （13）～（19）  （略） 

 

  ４ 基準該当居宅介護支援に関する基準 

    基準第１章から第３章（第 14 条並びに第 26 条第６項

及び第７項を除く。）の規定は、基準該当居宅介護支援の

事業について準用されるため、１から３まで（「基本方針」

「人員に関する基準」及び「運営に関する基準」）を参照

されたい。この場合において、準用される基準第 10 条第

１項の規定は、基準該当居宅介護支援事業者が利用者か

ら受領する利用料と、原則として特例居宅介護サービス

計画費との間に不合理な差異が生じることを禁ずること

により、基準該当居宅介護支援についても原則として利

用者負担が生じないこととする趣旨であることに留意さ

れたい。 

 

   ①～②   （略） 

   ③ 同条第三項は、より適切な指定居宅介護支援を行う

ために、介護支援専門員の研修の重要性について規定

したものであり、指定居宅介護支援事業者は、介護支

援専門員の資質の向上を図る研修の機会を確保しな

ければならない。 

 

 

 

 

  （13）～（19）  （略） 

 

  ４ 基準該当居宅介護支援に関する基準 

    基準第１章から第３章（第 14 条並びに第 26 条第６項及

び第７項を除く。）の規定は、基準該当居宅介護支援の事

業について準用されるため、１から３まで（「基本方針」

「人員に関する基準」及び「運営に関する基準」）を参照

されたい。この場合において、準用される基準第 10 条第

１項の規定は、基準該当居宅介護支援事業者が利用者から

受領する利用料と、原則として特例居宅介護サービス計画

費又は特例居宅支援サービス計画費との間に不合理な差

異が生じることを禁ずることにより、基準該当居宅介護支

援についても原則として利用者負担が生じないこととす

る趣旨であることに留意されたい。 
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（ 別 紙 ３ ）

○ 介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて(平成12年老企第34号)（抄）

（傍線の部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて 介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて

（別 添） （別 添）

第１ 福祉用具 第１ 福祉用具

１ 厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る １ 厚生労働大臣が定める福祉用具貸与に係る福祉用具の種目

福祉用具の種目

（ ）歩行補助つえ （ ）歩行補助つえ10 10
松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラ 松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ及び多

ットホームクラッチ及び多点杖に限る。 点杖に限る。

２ 厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及 ２ 厚生労働大臣が定める居宅介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福

び厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福 祉用具の種目

祉用具の種目

第２ 住宅改修 第２ 住宅改修

厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給 厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類

に係る住宅改修の種類



- 1 -

（ 別 紙 ４ ）

○ 居宅介護住宅改修費及び居宅支援住宅改修費の支給について(平成12年老企第42号)（抄）

（傍線の部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給について 居宅介護住宅改修費及び居宅支援住宅改修費の支給について

１ 住宅改修費の支給限度額 １ 住宅改修費の支給限度額

(1)支給限度基準額 (1)支給限度基準額

住宅改修費の支給対象となる住宅改修は、被保険者の資産形成につなが 住宅改修費の支給対象となる住宅改修は、被保険者の資産形成につなが

らないよう、また住宅改修について制約を受ける賃貸住宅等に居住する高 らないよう、また住宅改修について制約を受ける賃貸住宅等に居住する高

齢者との均衡等も考慮して、手すりの取付け、床段差の解消等比較的小規 齢者との均衡等も考慮して、手すりの取付け、床段差の解消等比較的小規

模なものとしたところであり、これらに通常要する費用を勘案して、基準 模なものとしたところであり、これらに通常要する費用を勘案して、基準

額告示において、居宅介護住宅改修費支給限度基準額及び介護予防住宅改 額告示において、居宅介護住宅改修費支給限度基準額及び居宅支援住宅改

修費支給限度基準額を２０万円としたところである。 修費支給限度基準額を２０万円としたところである。

このため、２０万円までの住宅改修を行うことが可能であり、２０万円 このため、２０万円までの住宅改修を行うことが可能であり、２０万円

の住宅改修を行った場合、通常、保険給付の額は１８万円となるものであ の住宅改修を行った場合、通常、保険給付の額は１８万円となるものであ

る。 る。

(2)支給限度額管理 (2)支給限度額管理

①支給限度額と要介護状態区分等との関係 ①支給限度額と要介護状態区分等との関係

基準額告示においては、居宅介護住宅改修費支給限度基準額は要介護状 基準額告示においては、居宅介護住宅改修費支給限度基準額は要介護状

態区分にかかわらず定額（２０万円）とし、介護予防住宅改修費支給限度 態区分にかかわらず定額（２０万円）とし、居宅支援住宅改修費支給限度

基準額も同額としたところである。また、施行規則第７６条第１項及び第 基準額も同額としたところである。また、施行規則第７６条第１項及び第

９５条の規定により、居宅介護住宅改修費の支給と介護予防住宅改修費の ９５条の規定により、居宅介護住宅改修費の支給と居宅支援住宅改修費の

支給は、同一の支給限度額で統一的に管理される。すなわち、要介護状態 支給は、同一の支給限度額で統一的に管理される。すなわち、要介護状態

区分が変更された場合、要介護者が要支援者になった場合又は要支援者が 区分が変更された場合、要介護者が要支援者になった場合又は要支援者が

要介護者になった場合であっても、それをもって支給限度額に変更がある 要介護者になった場合であっても、それをもって支給限度額に変更がある

わけではなく、支給限度額は、以前に支給された住宅改修費の額を支給限 わけではなく、支給限度額は、以前に支給された住宅改修費の額を支給限

度基準額（２０万円）から控除した額となる。 度基準額（２０万円）から控除した額となるものである。

また、平成１８年４月１日前に居宅支援住宅改修費が支給されている場

合には、その支給額は「以前に支給された住宅改修費の額」に算入され、

、 （ ） 。支給限度額は 支給限度基準額 ２０万円 からこれを控除した額となる

ただし、施行規則第７６条第２項の規定及び特例告示により、過去にお ただし、施行規則第７６条第２項の規定及び特例告示により、過去にお
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いて最初に住宅改修費の支給を受けた住宅改修の着工時点と比較して介護 いて最初に住宅改修費の支給を受けた住宅改修の着工時点と比較して介護

の必要の程度が著しく高い要介護認定を受けている状態（次に掲げる要介 の必要の程度が著しく高い要介護認定を受けている状態（要支援及び要介

護等状態区分を基準として定める「介護の必要の程度」の段階が３段階以 護状態区分が３段階以上上がった場合）で行った住宅改修について、初め

上上がった場合）で行った住宅改修について、初めて住宅改修費の支給を て住宅改修費の支給を受ける場合には、それ以前に支給された住宅改修費

受ける場合には、それ以前に支給された住宅改修費の額にかかわらず、改 の額にかかわらず、改めて支給限度基準額（２０万円）までの住宅改修費

めて支給限度基準額（２０万円）までの住宅改修費の支給を受けることが の支給を受けることが可能となる。なお、この取扱いは１回に限られる。

可能となる。なお、この取扱いは１回に限られる。

「介護の必要

の程度」の段 要介護等状態区分

階

第六段階 要介護５

第五段階 要介護４

第四段階 要介護３

第三段階 要介護２

第二段階 要支援２ 又は 要介護１

第一段階 要支援１ 又は 経過的要介護（平成18年

4月1日以降）

要支援（平成18年4月1日前）

②転居した場合の支給限度額管理 ②転居した場合の支給限度額管理

、 、 、 、支給限度額管理は 施行規則第７６条第１項及び第９５条の規定により 支給限度額管理は 施行規則第７６条第１項及び第９５条の規定により

現に居住している住宅に係る住宅改修費のみを対象として行うこととして 現に居住している住宅に係る住宅改修費のみを対象として行うこととして

おり、当該住宅以外の住宅について支給された住宅改修費については、支 おり、当該住宅以外の住宅について支給された住宅改修費については、支

給限度額管理の対象とはならない。よって、転居した場合には改めて支給 給限度額管理の対象とはならない。よって、転居した場合には改めて支給

限度基準額までの住宅改修費の支給を受けることが可能となる。 限度基準額までの住宅改修費の支給を受けることが可能となる。

（注）これらの具体的取扱いについて別紙１として解説を作成したので活 （注）これらの具体的取扱いについて別紙として解説を作成したので活用

用されたい。 されたい。
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２ 住宅改修費の支給申請 ２ 住宅改修費の支給申請

（１）事前申請 住宅改修費の支給申請に当たっては、下記の書類を市町村に提出するこ

被保険者は、住宅改修を行おうとする前に、以下の申請書又は書類の ととされているので留意されたい。

一部を市町村に提出することとなるが、市町村は 「利用者保護」の観点、

から、これらの提出される書類で当該住宅改修が保険給付として適当なも

のかどうかを確認し、被保険者に対して、その確認結果を事前に教示する

こととする。

その際、市町村は、被保険者の誤解を招くことのないよう、住宅改修完

了後に行われる住宅改修費の支給決定とは異なるものであることを合わせ

て説明する必要がある。

①申請書（施行規則第７５条第１項第１号及び第２号、第９４条第１項第 (1)申請書（施行規則第７５条第１項及び第９４条第１項）

１号及び第２号） 第１号の「住宅改修の内容、箇所及び規模」は、改修を行った工事種別

第１号の 住宅改修の内容 箇所及び規模 は 改修を行う工事種別 種 （種類告示の第１号から第５号までの別）ごとに、便所、浴室、廊下等の「 、 」 、 （

類告示の第１号から第５号までの別）ごとに、便所、浴室、廊下等の箇所 箇所及び数量、長さ、面積等の規模を記載することとするが、領収証に添

及び数量、長さ、面積等の規模を記載することとするが 「当該申請に係 付する工事費内訳書においてこれらの内容が明らかにされている場合に、

る住宅改修の予定の状態が確認できるもの」においてこれらの内容が明ら は、工事種別のみを記載することとして差し支えない。

かにされている場合には、工事種別のみを記載することとして差し支えな

い。

また、第２号の「住宅改修に要する費用の見積もり」は、住宅改修費の

、 、 、支給対象となる費用の見積もりであって その内訳がわかるよう 材料費

施工費、諸経費等を適切に区分したものとする。また、必要に応じて、こ

の見積もりが適切に算出されたものであることがわかるよう、その算出方

法を明示させることとする。

②住宅改修が必要な理由書（施行規則第７５条第１項第３号、第９４条第

１項第３号）

第３号の「住宅改修について必要と認められる理由が記載されているも

の」は、被保険者の心身の状況及び日常生活上の動線、住宅の状況、福祉

用具の導入状況等を総合的に勘案し、必要な住宅改修の工事種別とその選

定理由を記載するもので、別紙２の様式を標準とする。

また、当該書類を作成する者は、基本的には居宅サービス計画又は介護
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予防サービス計画を作成する介護支援専門員及び地域包括支援センターの

担当職員（以下「介護支援専門員等」という ）とするが、市町村が行う。

福祉用具・住宅改修支援事業等として、住宅改修についての相談、助言等

を行っている福祉、保健・医療又は建築の専門家も含まれるものである。

ただし、当該書類を作成しようとする者が、当該住宅改修に係る被保険者

の居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成している者と異なる

場合は、十分に連絡調整を行うことが必要である。

なお、介護支援専門員等が当該書類を作成する業務は居宅介護支援事業

又は介護予防支援事業の一環であるため、被保険者から別途費用を徴収す

ることはできない。また、介護支援専門員等が、自ら住宅改修の設計・施

工を行わないにもかかわらず被保険者から住宅改修の工事を請け負い、住

宅改修の事業者に一括下請けさせたり、住宅改修事業者から仲介料・紹介

料を徴収したりすること等は認められない。

③住宅改修の予定の状態が確認できるもの（施行規則第７５条第１項第４

号、第９４条第１項第４号）

「 」 、 、 、第４号の 住宅改修の予定の状態が確認できるもの とは 便所 浴室

廊下等の箇所ごとの改修前及び改修後の予定の状態を写真や簡単な図で示

したものとする。

（2）事後申請

被保険者が住宅改修を完了し、次に掲げる書類を市町村に提出したとき

には、市町村は、事前に提出された書類との確認、工事が行われたかどう

かの確認を行い、当該住宅改修費の支給が必要と認めた場合、住宅改修費

の支給を決定する。

①「住宅改修に要した費用 （施行規則第７５条第１項第５号、第９４条」

第１項第５号）

「住宅改修に要した費用」については、住宅改修費の支給対象となる住 また、第２号の「住宅改修に要した費用」については、住宅改修費の支

宅改修費の費用とする。 給対象となる住宅改修の費用とする。

(2)添付書類（施行規則第７５条第２項及び第９４条第２項）

②領収証（施行規則第７５条第１項第６号、第９４条第１項第６号） ①領収証

第６号の「住宅改修に要した費用に係る領収証」には、工事費内訳書も 第１号の「住宅改修に要した費用に係る領収証」には、工事費内訳書も

添付する。工事費内訳書は、工事を行った箇所、内容及び規模を明記し、 添付する。工事費内訳書は、工事を行った箇所、内容及び規模を明記し、
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材料費、施工費、諸経費等を適切に区分したものとする。 材料費、施工費、諸経費等を適切に区分したものとする。

なお、領収証は住宅改修費の支給対象とならない工事等の費用を含めた なお、領収証は住宅改修費の支給対象とならない工事等の費用を含めた

費用を記載して差し支えないが、この場合 「住宅改修に要した費用」が 費用を記載して差し支えないが、この場合、申請書に記載された「住宅改、

種類告示の第１号から第６号までに掲げる住宅改修に要した費用として適 修に要した費用」が種類告示の第１号から第６号までに掲げる住宅改修に

切に算出されたものであることがわかるよう、工事費内訳書において算出 要した費用として適切に算出されたものであることがわかるよう、工事費

方法を明示するものとする。 内訳書において算出方法を明示するものとする。

②住宅改修が必要な理由書

第２号の「住宅改修について必要と認められる理由が記載されているも

の」は、被保険者の心身の状況及び日常生活上の動線、住宅の状況、福祉

用具の導入状況等を総合的に勘案し、必要な住宅改修の工事種別とその選

定理由を記載する。

また、当該書類を作成する者は、基本的には介護支援専門員とするが、

市町村が行う住宅改修指導事業（リフォームヘルパー事業）等として、住

宅改修についての相談、助言等を行っている福祉、保健・医療又は建築の

。 、 、専門家も含まれるものである ただし 当該書類を作成しようとする者が

当該住宅改修に係る被保険者の居宅サービス計画を作成している介護支援

専門員と異なる場合は、当該介護支援専門員と十分に連絡調整を行うこと

が必要である。

なお、介護支援専門員が当該書類を作成する業務は居宅介護支援事業の

、 。 、一環であるため 被保険者から別途費用を徴収することはできない また

介護支援専門員又は居宅介護支援事業者が、自ら住宅改修の設計・施工を

行わないにもかかわらず被保険者から住宅改修の工事を請け負い、住宅改

修の事業者に一括下請けさせたり、住宅改修事業者から仲介料・紹介料を

徴収したりすること等は認められない。

③完成後の状態を確認できる書類等（施行規則第７５条第１項第７号、第 ③完成後の状態を確認できる書類等

９４条第１項第７号） 第３号の「住宅改修の完成後の状態を確認できる書類等」とは、便所、

第７号の「住宅改修の完成後の状態を確認できる書類等」とは、便所、 浴室、廊下等の箇所ごとの改修前及び改修後それぞれの写真とし、原則と

浴室、廊下等の箇所ごとの改修前及び改修後それぞれの写真とし、原則と して撮影日がわかるものとする。

して撮影日がわかるものとする。

（ ）④住宅の所有者の承諾書（施行規則第７５条第３項及び第９４条第３項） (3)住宅の所有者の承諾書 施行規則第７５条第３項及び第９４条第３項

当該住宅改修を行った被保険者と、住宅の所有者が異なる場合は、当該 当該住宅改修を行った被保険者と、住宅の所有者が異なる場合は、当該

住宅改修についての所有者の承諾書が必要であるので留意されたい。 住宅改修についての所有者の承諾書が必要であるので留意されたい。
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（3）やむ得ない事情がある場合の手続き（施行規則第７５条第２項、第

９４条第２項）

やむ得ない事情がある場合とは、入院又は入所者が退院又は退所後の住

、 、宅での受け入れのため あらかじめ住宅改修に着工する必要がある場合等

住宅改修を行おうとするときに申請を行うことが制度上困難な場合等をい

う。

また、平成18年4月1日前に住宅改修に着工した場合についても、当該や

む得ない事情がある場合に該当するものである。

なお、事前申請制度が定着する当分の間、事前に申請がなかった住宅改

修についても、当分の間 「やむ得ない事情がある場合」として、経過的、

に保険者の判断で運用することは差し支えない。

３ 住宅改修費の算定上の留意事項 ３ 住宅改修費の算定上の留意事項

(1)住宅改修の設計及び積算の費用 (1)住宅改修の設計及び積算の費用

住宅改修の前提として行われた設計及び積算の費用については、住宅改 住宅改修の前提として行われた設計及び積算の費用については、住宅改

修の費用として取り扱うが、住宅改修を伴わない設計及び積算のみの費用 修の費用として取り扱うが、住宅改修を伴わない設計及び積算のみの費用

については住宅改修費の支給対象とならないものである。 については住宅改修費の支給対象とならないものである。

(2)新築又は増改築の場合 (2)新築又は増改築の場合

住宅の新築は、住宅改修とは認められないので住宅改修費の支給対象と 住宅の新築は、住宅改修とは認められないので住宅改修費の支給対象と

ならないものである。 ならないものである。

また、増築の場合は、新たに居室を設ける場合等は住宅改修費の支給対 また、増築の場合は、新たに居室を設ける場合等は住宅改修費の支給対

象とならないが、廊下の拡幅にあわせて手すりを取り付ける場合、便所の 象とならないが、廊下の拡幅にあわせて手すりを取り付ける場合、便所の

拡張に伴い和式便器から洋式便器に取り換える場合等は、それぞれ「手す 拡張に伴い和式便器から洋式便器に取り換える場合等は、それぞれ「手す

りの取付け 「洋式便器等への便器の取替え」に係る費用についてのみ りの取付け 「洋式便器等への便器の取替え」に係る費用についてのみ」、 」、

住宅改修費の支給対象となり得るものである。 住宅改修費の支給対象となり得るものである。

(3)住宅改修費の支給対象外の工事も併せて行われた場合 (3)住宅改修費の支給対象外の工事も併せて行われた場合

住宅改修費の支給対象となる住宅改修に併せて支給対象外の工事も行わ 住宅改修費の支給対象となる住宅改修に併せて支給対象外の工事も行わ

れた場合は、対象部分の抽出、按分等適切な方法により、住宅改修費の支 れた場合は、対象部分の抽出、按分等適切な方法により、住宅改修費の支

給対象となる費用を算出する。 給対象となる費用を算出する。

(4)被保険者等自らが住宅改修を行った場合 (4)被保険者等自らが住宅改修を行った場合

被保険者が自ら住宅改修のための材料を購入し、本人又は家族等により 被保険者が自ら住宅改修のための材料を購入し、本人又は家族等により

住宅改修が行われる場合は、材料の購入費を住宅改修費の支給対象とする 住宅改修が行われる場合は、材料の購入費を住宅改修費の支給対象とする

ものである。この場合、施行規則第７５条第１項第６号及び第９４条第１ ものである。この場合、施行規則第７５条第２項第１号及び第９４条第２
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項第６号の「住宅改修に要した費用に係る領収証」は、材料を販売した者 項第１号の「住宅改修に要した費用に係る領収証」は、材料を販売した者

が発行したものとし、これに添付する工事費内訳書として、使用した材料 が発行したものとし、これに添付する工事費内訳書として、使用した材料

の内訳を記載した書類を本人又は家族等が作成することとする。なお、こ の内訳を記載した書類を本人又は家族等が作成することとする。なお、こ

の場合であっても、必要となる書類に変更はないので留意されたい。 の場合であっても、住宅改修が必要な理由書、完成後の状態を確認できる

書類等は必要であるので留意されたい。

(5)一の住宅に複数の被保険者がいる場合の住宅改修の費用 (5)一の住宅に複数の被保険者がいる場合の住宅改修の費用

一の住宅に複数の被保険者が居住する場合においては、住宅改修費の支 一の住宅に複数の被保険者が居住する場合においては、住宅改修費の支

給限度額の管理は被保険者ごとに行われるため、被保険者ごとに住宅改修 給限度額の管理は被保険者ごとに行われるため、被保険者ごとに住宅改修

費の支給申請を行うことが可能である。ただし、一の住宅について同時に 費の支給申請を行うことが可能である。ただし、一の住宅について同時に

複数の被保険者に係る住宅改修が行われた場合は、当該住宅改修のうち、 複数の被保険者に係る住宅改修が行われた場合は、当該住宅改修のうち、

各被保険者に有意な範囲を特定し、その範囲が重複しないように申請を行 各被保険者に有意な範囲を特定し、その範囲が重複しないように申請を行

うものとする。したがって、例えば被保険者が２人いる場合において、各 うものとする。したがって、例えば被保険者が２人いる場合において、各

自の専用の居室の床材の変更を同時に行ったときは、各自が自らの居室に 自の専用の居室の床材の変更を同時に行ったときは、各自が自らの居室に

係る住宅改修費の支給申請を行うことが可能であるが、共用の居室につい 係る住宅改修費の支給申請を行うことが可能であるが、共用の居室につい

て床材の変更を行ったときは、いずれか一方のみが支給申請を行うことと て床材の変更を行ったときは、いずれか一方のみが支給申請を行うことと

なる。 なる。

４ 支援体制等の整備 ４ 支援体制等の整備

(1)支援体制の整備 (1)支援体制の整備

、 、 、 、 、 、住宅改修は 被保険者の心身の状況及び日常生活上の動線 住宅の状況 住宅改修は 被保険者の心身の状況及び日常生活上の動線 住宅の状況

福祉用具の導入状況、家族構成、住宅改修の予算等を総合的に勘案するこ 福祉用具の導入状況、家族構成、住宅改修の予算等を総合的に勘案するこ

とが必要であり、福祉用具と同様に個別性が強いものである。また、ひと とが必要であり、福祉用具と同様に個別性が強いものである。また、ひと

たび住宅改修を行うと、簡単に修正できるものではないことから、２の たび住宅改修を行うと、簡単に修正できるものではないことから、被保険

（１）で事前に提出される申請書又は書類により、当該申請に係る住宅改 者からの事前の相談に対し適切な助言等を行うことができるよう、市町村

修が保険給付として適当なものかどうかを確認し、事前に被保険者に対し は、都道府県、関係機関、関係団体、居宅介護支援事業者等とも連携を図

て、その確認結果を教示するとともに、被保険者からの事前の相談に対し り、住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者等による支援体制を

適切な助言等を行うことができるよう、市町村は、都道府県、関係機関、 整備することが望ましい。

関係団体、居宅介護支援事業者等とも連携を図り、住宅改修に関する専門

的知識及び経験を有する者等による支援体制を整備することが望ましい。

なお、市町村は、地域支援事業の一つである福祉用具・住宅改修支援事 なお、市町村は、介護予防・生活支援事業の一つである住宅改修指導事

業として相談、助言等の事業、住宅改修費の支給の申請に係る必要な理由 業として相談、助言等の事業を行うことが可能である。

がわかる書類を作成した場合の経費を助成する事業を行うことが可能であ

る。

(2)事業者に係る情報提供 (2)事業者に係る情報提供
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被保険者が住宅改修の事業者を適切に選択できるよう、市町村は住宅改 被保険者が住宅改修の事業者を適切に選択できるよう、市町村は住宅改

修の事業者に関する情報を提供することが重要である。特に、高齢者の住 修の事業者に関する情報を提供することが重要である。特に、高齢者の住

、 、 、 、宅改修は一般の住宅改修と異なり 高齢者の心身の状況等を勘案すること 宅改修は一般の住宅改修と異なり 高齢者の心身の状況等を勘案すること

要介護状態の変化にも適切に対応していくこと等が求められるため、事業 要介護状態の変化にも適切に対応していくこと等が求められるため、事業

者に関し、高齢者の住宅改修の実績や、アフターサービスの方針等の情報 者に関し、高齢者の住宅改修の実績や、アフターサービスの方針等の情報

についても提供するよう留意することとされたい。 についても提供するよう留意することとされたい。

(3)事業者等に対する研修事業の実施 (3)事業者等に対する研修事業の実施

適切な住宅改修が行えるよう、住宅改修の事業者の育成も重要であり、 適切な住宅改修が行えるよう、住宅改修の事業者の育成も重要であり、

関係機関、関係団体等の協力を得て、都道府県又は市町村が研修事業を行 関係機関、関係団体等の協力を得て、都道府県又は市町村が研修事業を行

うことが望ましい。 うことが望ましい。

(4)事業者に対する質問・検査等

市町村は、住宅改修の支給に関して必要あると認めるときは、法第45条

第8項、法第57条8項の規定により、住宅改修を行う者又は住宅改修を行っ

た者に対して、報告、帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、関係者への出

頭を求め、又は事業所へ立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査すること

ができることとされている。

５ 市町村における介護保険とは別の住宅改修に関する助成制度 ５ 市町村における介護保険とは別の住宅改修に関する助成制度

一部の市町村においては、法施行前から住宅改修について助成事業が行 一部の市町村においては、法施行前から住宅改修について助成事業が行

われているところであるが、法施行後も、法における住宅改修費の支給対 われているところであるが、法施行後も、法における住宅改修費の支給対

象外の工事及びその費用が支給限度基準額を超えて行われる工事につい 象外の工事及びその費用が支給限度基準額を超えて行われる工事につい

て、助成を行うことは可能である。 て、助成を行うことは可能である。

ただし、法に基づく住宅改修費の支給対象となる住宅改修を助成対象と ただし、法に基づく住宅改修費の支給対象となる住宅改修を助成対象と

する場合、法に基づく住宅改修費の支給を確実に優先させるためには、こ する場合、法に基づく住宅改修費の支給を確実に優先させるためには、こ

れを超える分について地方公共団体の単独事業として助成する旨の調整規 れを超える分について地方公共団体の単独事業として助成する旨の調整規

定を、当該事業の根拠である条例等に盛り込むことが必要である。 定を、当該事業の根拠である条例等に盛り込むことが必要である。

(別紙１) （別紙）

住宅改修の支給可能額算定の例外に係る取扱いに関する解説 住宅改修の支給可能額算定の例外に係る取扱いに関する解説
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( )要介護等状態区分を基準として定める「介護の必要の程度」の段階 ( )要介護等状態区分が３段階以上上がった場合1 1
が３段階以上上がった場合

例外１ 例外１

初めて住宅改修費が支給された住宅改修の着工日の要介護等状態区 ・初めて住宅改修費が支給された住宅改修の着工日の要介護等状態区

、 、分を基準として次表に定める「介護の必要の程度」の段階が３段階以 分を基準として３段階以上要介護等状態区分が上がった場合に 再度

上上がった場合に、再度、２０万円まで支給可能（以下「３段階リセ ２０万円まで支給可能（以下「３段階リセットの例外」という ）。

ットの例外」という ）。

「介護の必要の 要介護等状態区分

程度」の段階

第六段階 要介護５

第五段階 要介護４

第四段階 要介護３

第三段階 要介護２

第二段階 要支援２ 又は 要介護１

第一段階 要支援１ 又は 経過的要介護

旧要支援

・したがって、要支援１から要介護２となった場合、要介護等状態区

分は３段階上がるものの 「介護の必要の程度」の段階は２段階しか、

上がっておらず、３段階リセットの例外は適用されない。

・ 介護の必要の程度」の段階は３段階以上上がっても自動的に３段 ・基準となる要介護等状態区分から３段階以上上がっても自動的に３「

階リセットの例外が適用されるのではなく、その時点で住宅改修を 段階リセットの例外が適用されるのではなく、その時点で住宅改修を

行わない場合は適用されない。 行わない場合は適用されない。

・３段階リセットの例外が適用された場合は、以前の住宅改修で支給 ・３段階リセットの例外が適用された場合は、以前の住宅改修で支給

可能残額があってもリセットされ、支給限度額は２０万円となり、支 可能残額があってもリセットされ、支給限度額は２０万円となり、支

給限度額管理もリセット後のみで行われる。 給限度額管理もリセット後のみで行われる。
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・３段階リセットの例外は一の被保険者につき１回しか適用されな ・３段階リセットの例外は一の被保険者につき１回しか適用されな

い。 い。

・ただし転居した場合（例外２参照）は、転居後の住宅改修に着目し ・ただし転居した場合（例外２参照）は、転居後の住宅改修に着目し

３段階リセットの例外が適用される。 て３段階リセットの例外が適用される。

※ 要介護等状態区分とは、要支援と要介護状態区分を合わせた６区分

をいう。

初めて住宅改修に着工した日の要介護等状態区分を基準として 「介護の 初めて住宅改修に着工した日の要介護等状態区分を基準として、要介護等、

必要の程度」の段階が３段階以上上がった場合（次の１４通り）は再度２ 状態区分が３段階以上上がった場合（次の６通り）は再度２０万円まで住

０万円まで住宅改修費が支給可能となる。 宅改修費が支給可能となる。

旧要支援 → 要介護３

→ 要介護４

→ 要介護５

要支援１ → 要介護３ 要支援 → 要介護３

→ 要介護４ → 要介護４

→ 要介護５ → 要介護５

要支援２ → 要介護４

→ 要介護５

経過的要介護 → 要介護３

→ 要介護４

→ 要介護５

要介護１ → 要介護４ 要介護１ → 要介護４

→ 要介護５ → 要介護５

要介護２ → 要介護５ 要介護２ → 要介護５

ただし、この３段階以上というのは、着工日の要介護等状態区分を比較 ただし、この３段階以上というのは、着工日の要介護等状態区分を比較

するものであり、その他の要介護等状態区分の履歴は関係ないことに留意 するものであり、その他の要介護等状態区分の履歴は関係ないことに留意
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されたい。 されたい。

したがって、①初めて認定された要介護等状態区分、例えば、要支援１ したがって、①初めて認定された要介護等状態区分、例えば、要支援と

と認定されたもののその時点では住宅改修を行わず、要介護１となってか 認定されたもののその時点では住宅改修を行わず、要介護１となってから

ら初めて住宅改修を行った場合は、要介護１を基準として「介護の必要の 初めて住宅改修を行った場合は、要介護１を基準として要介護等状態区分

程度」の段階が３段階以上上がった場合に再度２０万円まで支給が可能と が３段階以上上がった場合に再度２０万円まで支給が可能となる。

なる。

住宅改修以前に認定されていた状態区分 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分 住宅改修以前に認定されていた状態区分 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分

万円まで利用 利用不可 再度 万円まで利用 万円まで利用 利用不可 再度 万円まで利用20 20 20 20× ○ × ○

① 要支援１ → 要介護１ → 要介護３ → 要介護４ ① 要支援 → 要介護１ → 要介護３ → 要介護４

（第一段階） （第二段階） （第四段階） （第五段階）

一方、②要支援２のときに初めて住宅改修に着工し、その後要介護４の認 一方、②要介護１のときに初めて住宅改修に着工し、その後要介護４の認

定を受けたもののこの時点では再度の住宅改修を行わず、後に要介護３と 定を受けたもののこの時点では再度の住宅改修を行わず、後に要介護３と

変更された場合には 「介護の必要の程度」の段階が３段階以上という要 変更された場合には、３段階以上という要件を満たしていないため３段階、

件を満たしていないため３段階リセットの例外は適用されない この場合 リセットの例外は適用されない。この場合、再び要介護４又は要介護５の。 、

再び要介護４又は要介護５の認定がなされれば、再度２０万円まで支給が 認定がなされれば、再度２０万円まで支給が可能となる。

可能となる。

はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分

万円まで利用 住宅改修着工せず 利用不可 再度 万円まで利用 万円まで利用 住宅改修着工せず 利用不可 再度 万円まで利用20 20 20 20( ) ( )× ○ × ○

② 要支援２ → 要介護４ → 要介護３ → 要介護４ ② 要介護１ → 要介護４ → 要介護３ → 要介護４

（第二段階） （第五段階） （第四段階） （第五段階）

さらに、③要介護１の時に初めて住宅改修に着工し１０万円の住宅改修費 さらに、③要介護１の時に初めて住宅改修に着工し１０万円の住宅改修費

の支給を受け、その後要介護３の時点でも１０万円の住宅改修費の支給を の支給を受け、その後要介護３の時点でも１０万円の住宅改修費の支給を

受けた場合であっても、要介護４となった場合、初めて住宅改修を行った 受けた場合は、初めて住宅改修を行った要介護１を基準として要介護等状

要介護１を基準として「介護の必要の程度」の段階が３段階上がっている 態区分が３段階上がり要介護４となった場合、再度２０万円までの支給が

ため、再度２０万円までの支給が可能となるが、逆に④要介護３の時に初 可能となるが、逆に④要介護３の時に初めて住宅改修に着工し１０万円の

めて住宅改修に着工し１０万円の住宅改修費の支給を受け、その後要介護 住宅改修費の支給を受け、その後要介護１の時点で１０万円の住宅改修費

１の時点で１０万円の住宅改修費の支給を受けた場合は、初めて住宅改修 の支給を受けた場合は、初めて住宅改修を行った要介護３が基準となるの

を行った要介護３が基準となるので、要介護４となった場合でも再度の住 で、要介護４となった場合でも再度の住宅改修費の支給はできないことと

宅改修費の支給はできないこととなる。 なる。

はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 追加の住宅改修 再度住宅改修に着工する日の状態区分 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 追加の住宅改修 再度住宅改修に着工する日の状態区分
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万円まで利用 残りの 万円を利用 再度 万円まで利用 万円まで利用 残りの 万円を利用 再度 万円まで利用10 10 20 10 10 20○ ○

③ 要介護１ → 要介護３ → 要介護４ ③ 要介護１ → 要介護３ → 要介護４

（第二段階） （第四段階） （第五段階）

はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 追加の住宅改修 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 追加の住宅改修

万円まで利用 残りの 万円を利用 利用不可 万円まで利用 残りの 万円を利用 利用不可10 10 10 10× ×

④ 要介護３ → 要介護１ → 要介護４ ④ 要介護３ → 要介護１ → 要介護４

（第四段階） （第二段階） （第五段階）

また、以前の住宅改修で２０万円まで支給を受けておらず支給可能残額が また、以前の住宅改修で２０万円まで支給を受けておらず支給可能残額が

あっても、支給可能残額はリセットされ、再度の住宅改修の支給限度額は あっても、支給可能残額はリセットされ、再度の住宅改修の支給限度額は

２０万円となる。したがって、⑤要介護１の時に１２万円の支給を受け、 ２０万円となる。したがって、⑤要介護１の時に１２万円の支給を受け、

その後要介護４で住宅改修を行った場合は、支給可能残額の８万円はリセ その後要介護４で住宅改修を行った場合は、支給可能残額の８万円はリセ

ットされることとなり、２０万円が支給限度額となる。 ットされることとなり、２０万円が支給限度額となる。

はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分

万円まで利用 万円まで利用可能 万円まで利用 万円まで利用可能12 20 12 20
( ﾘｾｯﾄ) ( ﾘｾｯﾄ)これまでの支給可能残額８万円は これまでの支給可能残額８万円は

⑤ 要介護１ 要介護４ ⑤ 要介護１ 要介護４

（第二段階） （第五段階）

ひとたび３段階リセットの例外が適用されると、その後の要介護等状態区 ひとたび３段階リセットの例外が適用されると、その後の要介護等状態区

分の変化にかかわらずリセット後で支給限度額管理がなされる。⑥要介護 分の変化にかかわらずリセット後で支給限度額管理がなされる。⑥要介護

１の時に１２万円の住宅改修を行い、その後要介護４で１５万円の再度の １の時に１２万円の住宅改修を行い、その後要介護４で１５万円の再度の

住宅改修を行った場合、さらにその後要介護３となっても支給限度額管理 住宅改修を行った場合、さらにその後要介護３となっても支給限度額管理

はリセット後で行われるため５万円までの住宅改修費の支給が可能とな はリセット後で行われるため５万円までの住宅改修費の支給が可能とな

る。なお、要介護１のときの支給可能残額８万円はすでにリセットされて る。なお、要介護１のときの支給可能残額８万円はすでにリセットされて

おり、復活することはない。 おり、復活することはない。

はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分

万円まで利用 １５万円まで利用 ５万円まで利用可能 万円まで利用 １５万円まで利用 ５万円まで利用可能12 12
( ﾘｾｯﾄ) ( ﾘｾｯﾄ)これまでの支給可能残額８万円は これまでの支給可能残額８万円は

⑥ 要介護１ → 要介護４ → 要介護３ ⑥ 要介護１ → 要介護４ → 要介護３

（第二段階） （第五段階） （第四段階）
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３段階リセットの例外は 一の被保険者につき１回限りであり ⑦再び 介 ３段階リセットの例外は、一の被保険者につき１回限りであり、⑦再び要、 、 「

護の必要の程度」の段階が３段階以上上がっても適用されない。 介護等状態区分が３段階以上上がっても適用されない。

はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分 万円まで利用 はじめて住宅改修に着工する日の状態区分 再度住宅改修に着工する日の状態区分 万円まで利用20 20
２０万円まで利用 利用不可 ２０万円まで利用 利用不可× ×

⑦ 要支援１ → 要介護３ → 要介護２ → 要介護５ ⑦ 要支援 → 要介護３ → 要介護２ → 要介護５

（第一段階） （第四段階） （第三段階） （第六段階） ３段階 ３段階

( )転居した場合 ( )転居した場合2 2

例外２ 例外２

・転居した場合は、転居前の住宅に係る住宅改修費の支給状況とは関 ・転居した場合は、転居前の住宅に係る住宅改修費の支給状況とは関

係なく、転居後の住宅について２０万円まで支給可能（以下「転居リ 係なく、転居後の住宅について２０万円まで支給可能（以下「転居リ

セットの例外」という ） セットの例外」という ）。 。

・３段階リセットの例外は転居後の住宅のみに着目して適用 ・３段階リセットの例外は転居後の住宅のみに着目して適用

（転居リセットの例外が優先） （転居リセットの例外が優先）

・転居前の住宅に再び転居した場合は転居前住宅に係る支給状況が復 ・転居前の住宅に再び転居した場合は転居前住宅に係る支給状況が復

活 活

転居した場合は、転居前の住宅に係る住宅改修費の支給状況のいかんにか

転居した場合は、転居前の住宅に係る住宅改修費の支給状況のいかんにか かわらず、転居後の住宅について２０万円まで住宅改修費の支給が可能と

かわらず、転居後の住宅について２０万円まで住宅改修費の支給が可能と なる。また、⑧３段階リセットの例外も転居後の住居について初めて住宅

なる。また、⑧３段階リセットの例外も転居後の住居について初めて住宅 改修に着工する日の要介護等状態区分を基準とする。

改修に着工する日の要介護等状態区分を基準とする。

転居前住宅 転居後住宅 転居前住宅 転居後住宅

万円まで利用 ２０万円まで利用 再度 万円まで利用可能 万円まで利用 ２０万円まで利用 再度 万円まで利用可能20 20 20 20
⑧ 要介護１ 要介護１ → 要介護４ ⑧ 要介護１ 要介護１ → 要介護４

（第二段階） （第二段階） （第五段階） ３段階

さらに、⑨転居前の住宅に再び戻った場合は転居前住宅に係る支給状況が さらに、⑨転居前の住宅に再び戻った場合は転居前住宅に係る支給状況が

復活し、転居リセットはなかったものとして取り扱うこととなり、したが 復活し、転居リセットはなかったものとして取り扱うこととなり、したが

って、３段階リセットの例外で基準となる要介護等状態区分も過去のもの って、３段階リセットの例外で基準となる要介護等状態区分も過去のもの

が適用されることとなる。 が適用されることとなる。
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転居前住宅 転居後住宅 転居前住宅に戻る 転居前住宅 転居後住宅 転居前住宅に戻る

万円まで利用 ２０万円まで利用 万円まで利用可能再度 万円まで利用可能 万円まで利用 ２０万円まで利用 万円まで利用可能再度 万円まで利用可能15 5 20 15 5 20
⑨ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ ⑨ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

（ ） （ ）（第二段階） （第三段階） 第四段階 第五段階

復活 復活

３段階 ３段階

（別紙２）



（別紙２）

住宅改修が必要な理由書 （P１）
＜基本情報＞

＜総合的状況＞

●車いす

●特殊寝台

●床ずれ防止用具

●体位変換器

●手すり

●スロープ

●歩行器

●歩行補助つえ

●認知症老人徘徊感知機器

●移動用リフト

●腰掛便座

●特殊尿器

●入浴補助用具

●簡易浴槽

●その他

□

□ □

□ □

・

・

・

□

作
成
者

利
用
者

被保険者
氏名

被保険者
番号

住所

　　歳年齢

住宅改修により、
利用者等は日常生活
をどう変えたいか

利用者の身体状況

介護状況

保
険
者

  □男　　□女生年月日 性別
明治
大正
昭和

　　年　　月　　日

氏　名

確認日

□

連絡先

要介護認定
（該当に○）

要介護

　経過的　・　１　・　２　・　３ 　・ 　４ 　・　５

評
価
欄

資格

平成　　年　　月　　日

要支援

　１　・　２

□

作成日 平成　　年　　月　　日　　

氏名

所属事業所

（作成者が介護支援専門
員でないとき）

□ □
□ □

□

□ □
□ □

□ □
□ □

□ □
□ □

　　住宅改修後の想定

平成　　年　　月　　日

現地確認日

□

福祉用具の利用状況と

改修前 改修後

□ □
□

□

□ □
□ □



住宅改修が必要な理由書 （P２）
＜P1の「総合的状況」を踏まえて、①改善をしようとしている生活動作②具体的な困難な状況③改修目的と改修の方針④改修項目を具体的に記入してください。＞

□トイレまでの移動 □できなかったことをできる □ 手すりの取付け

□トイレ出入口の出入 ようにする

（扉の開閉を含む） □転倒等の防止、安全の確保

□便器からの立ち座り（移乗を含む） □動作の容易性の確保

□衣服の着脱 □利用者の精神的負担や

□排泄時の姿勢保持 不安の軽減

□後始末 □介護者の負担の軽減

□その他（　　　　　　　　　　　） □その他（　　　　　　　　　　　　　）

□浴室までの移動 □できなかったことをできる

□衣服の着脱 ようにする

□浴室出入口の出入 □転倒等の防止、安全の確保

（扉の開閉を含む） □動作の容易性の確保 □ 段差の解消

□浴室内での移動（立ち座りを含む） □利用者の精神的負担や

□洗い場での姿勢保持 不安の軽減

（洗体・洗髪を含む） □介護者の負担の軽減

□浴槽の出入（立ち座りを含む） □その他（　　　　　　　　　　　　　）

□浴槽内での姿勢保持

□その他（　　　　　　　　　　　）

□出入口までの屋内移動 □できなかったことをできる □ 引き戸等への扉の取替え

□上がりかまちの昇降 ようにする

□車いす等、装具の着脱 □転倒等の防止、安全の確保

□履物の着脱 □動作の容易性の確保

□出入口の出入 □利用者の精神的負担や

（扉の開閉を含む） 不安の軽減 □ 便器の取替え

□出入口から敷地外までの □介護者の負担の軽減

屋外移動 □その他（　　　　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　）

□ できなかったことをできる

ようにする □ 滑り防止等のための床材の変更

□転倒等の防止、安全の確保

□動作の容易性の確保

□利用者の精神的負担や

不安の軽減

□介護者の負担の軽減 □ その他

□その他（　　　　　　　　　　　　　）

(

(

)
)

)
( )

②　①の具体的な困難な状況（・・なの

で　・・で困っている）を記入してください
④　改修項目（改修箇所）

③　改修目的・期待効果をチェックした上で、
改修の方針（・・することで　・・が改善できる）を記入してください

①改善をしようと
している生活動作

そ
の
他
の
活
動

外
出

入
浴

排
泄

( )
( )
( )
( )

( )

)

( )

( )

( )

(

( )

活
動

( )

( )

( )

(



（ 別 紙 ５ ） 

○ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１２年３月１７日老企第４３号、厚生省老人保健福祉局企画課長

通知）（抄）                                              （傍線の部分は改正部分） 

改 正 後 現    行 
第２ 人員に関する基準（基準省令第２条） 

１～４ （略） 

５ サテライト型居住施設には、医師又は介護支援専門員（以下「

医師等」という。）を置かないことができる場合があるが、その

場合には、本体施設の入所者とサテライト型居住施設の入所者の

合計数を基礎として本体施設に置くべき医師等の人員を算出しな

ければならない。例えば、本体施設の入所者数を８０名、サテラ

イト型居住施設の入所者数を２９名とすると、サテライト型居住

施設に医師等を置かない場合には、合計数である１０９名を基礎

として本体施設の医師等の人員を算出することとする。 

 

 

 

６ （略） 

  

第３ 設備に関する基準（基準省令第３条） 

１・２ （略） 

３ 「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」とは、消防

法（昭和２３年法律第１８６号）その他の法令等に規定された設

備を示しており、それらの設備を確実に設置しなければならない

ものである。 

４ （略） 

 

第２ 人員に関する基準（基準省令第２条） 

１～４ （略） 

５ 平成１５年３月３１日の時点で現に存する指定介護老人福祉

施設であって、基準省令附則第３条の規定の適用を受けて介護支

援専門員を配置していないもののうち、入所定員が１９人以下の

もの（以下「小規模施設」という。）は、平成１８年３月３１日

までの間は、指定居宅介護支援事業者（当該小規模施設の開設者

を除く。）に施設サービス計画の作成等の業務を委託できること

とし、その場合には当該小規模施設に介護支援専門員を配置しな

いでよいこととした。 

また、当該小規模施設に介護支援専門員を配置しない場合は、

基準省令第２２条の２第５号から第７号までに規定する業務は

当該小規模施設の従業者が行うこととした。 

６ （略） 

 

第３ 設備に関する基準（基準省令第３条） 

１・２ （略） 

 

 

 

 

３ （略） 

 



第４ 運営に関する基準 

１～１０ （略） 

１１ 介護（基準省令第１３条） 

(1)～(4) （略） 

(5) 「指定介護老人福祉施設は、褥
じょく

瘡
そう

が発生しないよう適切な介

護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しな

ければならない。」とは、施設において褥瘡の予防のための体

制を整備するとともに、介護職員等が褥瘡に関する基礎的知識

を有し、日常的なケアにおいて配慮することにより、褥瘡発生

の予防効果を向上させることを想定している。例えば、次のよ

うなことが考えられる。 

イ 当該施設における褥瘡のハイリスク者（日常生活自立度が

低い入所者等）に対し、褥瘡予防のための計画の作成、実践

並びに評価をする。 

ロ 当該施設において、専任の施設内褥瘡予防対策を担当する

者（看護師が望ましい。）を決めておく。 

ハ 医師、看護職員、介護職員、栄養士等からなる褥瘡対策チ

ームを設置する。 

ニ 当該施設における褥瘡対策のための指針を整備する。 

ホ 介護職員等に対し、褥瘡対策に関する施設内職員継続教育

を実施する。 

    また、施設外の専門家による相談、指導を積極的に活用する

ことが望ましい。 

(6)・(7) （略） 

１２～１８ （略） 

 １９ 管理者による管理（基準省令第２１条） 

第４ 運営に関する基準 

１～１０ （略） 

１１ 介護（基準省令第１３条） 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)・(6) （略） 

１２～１８ （略） 

 １９ 管理者による管理（基準省令第２１条） 



   指定介護老人福祉施設の管理者は常勤であり、かつ、原則

として専ら当該指定介護老人福祉施設の管理業務に従事す

るものである。ただし、以下の場合であって、当該指定介護

老人福祉施設の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼

ねることができるものとする。 

  (1)～(2) （略） 

(3) 当該指定介護老人福祉施設がサテライト型居住施設の本体

施設である場合であって、当該サテライト型居住施設の管理者

又は従業者としての職務に従事する場合 

 ２０～２３ （略） 

 ２４ 非常災害対策 

(1) 基準省令第２６条は、指定介護老人福祉施設は、非常災害に

際して必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連携体

制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策について万全を期さ

なければならないこととしたものである。 

(2) 「関係機関への通報及び連携体制の整備」とは、火災等の災

害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職

員に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連

携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるよう

な体制作りを求めることとしたものである。 

    また「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則

（昭和３６年自治省令第６号）第３条に規定する消防計画（こ

れに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処す

るための計画をいう。この場合、消防計画の策定及びこれに基

づく消防業務の実施は、消防法第８条の規定により防火管理者

を置くこととされている指定介護老人福祉施設にあってはその

者に行わせるものとする。また、防火管理者を置かなくてもよ

   指定介護老人福祉施設の管理者は常勤であり、かつ、原則

として専ら当該指定介護老人福祉施設の管理業務に従事す

るものである。ただし、以下の場合であって、当該指定介護

老人福祉施設の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼

ねることができるものとする。 

  (1)～(2) （略） 

 

 

 

２０～２３ （略） 

２４ 非常災害対策 

   基準省令第２６条は、指定介護老人福祉施設は、非常災害に際

して必要な具体的計画の策定、避難、救出訓練の実施等の対策に

ついて万全を期さなければならないこととしたものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



いこととされている指定介護老人福祉施設においても、防火管

理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の策

定等の業務を行わせるものとする。 

２５ 衛生管理等 

(1) 基準省令第２７条第１項は、指定介護老人福祉施設の必要最

低限の衛生管理等を規定したものであるが、このほか、次の点

に留意するものとする。 

①～④ （略） 

(2) 基準省令第２７条第２項に規定する感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないように講ずるべき措置については、具

体的には次の①から④までの取扱いとすること。 

① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会 

当該施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」

という。）であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、

事務長、医師、看護職員、介護職員、栄養士、生活相談員）

により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確に

するとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対

策担当者」という。）を決めておくことが必要である。 

なお、感染対策委員会は、運営委員会など施設内の他の委

員会と独立して設置・運営することが必要であり、感染対策

担当者は看護師であることが望ましい。 

また、施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に

活用することが望ましい。 

② 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針 

当該施設における「感染症及び食中毒の予防及びまん延の

 

 

 

２５ 衛生管理等 

基準省令第２７条第１項は、指定介護老人福祉施設の必要最低

限の衛生管理等を規定したものであるが、このほか、次の点に留

意するものとする。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



防止のための指針」には、平常時の対策及び発生時の対応を

規定する。 

平常時の対策としては、施設内の衛生管理（環境の整備、

排泄物の処理、血液・体液の処理等）、日常のケアにかかる

感染対策（標準的な予防策（例えば、血液・体液・分泌液・

排泄物（便）などに触れるとき、傷や創傷皮膚に触れるとき

どのようにするかなどの取り決め）、手洗いの基本、早期発

見のための日常の観察項目）等、発生時の対応としては、発

生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村

における施設関係課等の関係機関との連携、医療処置、行政

への報告等が想定される。また、発生時における施設内の連

絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記してお

くことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「高齢

者介護施設における感染対策マニュアル」（http://www.

mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html ）

を参照されたい。 

③ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修 

介護職員その他の従業者に対する「感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染対策の基

礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該施

設における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケア

の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該施設が

指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年

２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず感染対

策研修を実施することが重要である。また、調理や清掃など

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



の業務を委託する場合には、委託を受けて行う者に対して

も、施設の指針が周知されるようにする必要がある。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要であ

る。 

研修の実施は、職員研修施設内での研修で差し支えない。

④ 施設は、入所予定者の感染症に関する事項も含めた健康状

態を確認することが必要であるが、その結果感染症や既往で

あっても、一定の場合を除き、サービス提供を断る正当な理

由には該当しないものである。こうした者が入所する場合に

は、感染対策担当者は、介護職員その他の従業者に対し、当

該感染症に関する知識、対応等について周知することが必要

である。 

 ２６～２９ （略） 

 ３０ 地域との連携等 

  (1) 基準省令第３４条第１項は、指定介護老人福祉施設が地

域に開かれたものとして運営されるよう、地域の住民やボ

ランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域との

交流を図らなければならないこととしたものである。 

(2) （略） 

３１ 事故発生の防止及び発生時の対応（基準省令第３５条） 

(1) 事故発生の防止のための指針（第１項第１号） 

指定介護老人福祉施設が整備する「事故発生の防止のための

指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

① 施設における介護事故の防止に関する基本的考え方 

② 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関

する事項 

③ 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２６～２９ （略） 

 ３０ 地域との連携等 

  (1) 基準省令第３４条第１項は、指定介護老人福祉施設が地 

域に開かれたものとして運営されるよう、地域の住民やボ

ランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域との

交流に努めなければならないこととしたものである。 

(2) （略） 

 ３１ 事故発生時の対応 

   基準省令第３５条は、入所者が安心して指定介護福祉施設

サービスの提供を受けられるよう、指定介護老人福祉施設は

、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提供により事

故が発生した場合は、速やかに市町村、当該入所者の家族等

に対して連絡を行う等の必要な措置を講じるべきこととす

るとともに、事故の状況及び事故に際して採った処置につい

て記録し、また、入所者に対する指定介護福祉施設サービス



④ 施設内で発生した介護事故、介護事故には至らなかったが

介護事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）

及び現状を放置しておくと介護事故に結びつく可能性が高

いもの（以下「介護事故等」という。）の報告方法等の介護

に係る安全の確保を目的とした改善のための方策に関する

基本方針 

⑤ 介護事故等発生時の対応に関する基本方針 

⑥ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

⑦ その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基

本方針 

(2) 事実の報告及びその分析を通じた改善策の従業者に対する

周知徹底（第１項第２号） 

指定介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定め、

周知徹底する目的は、介護事故等について、施設全体で情報共

有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従

業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが

必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

① 介護事故等について報告するための様式を整備すること。

② 介護職員その他の従業者は、介護事故等の発生ごとにその

状況、背景等を記録するとともに、①の様式に従い、介護事

故等について報告すること。 

③ (3)の事故発生の防止のための委員会において、②により

報告された事例を集計し、分析すること。 

④ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を

分析し、介護事故等の発生原因、結果等をとりまとめ、防止

策を検討すること。 

の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行わなければならないこととしたものである。 

   なお、基準省令第３７条第２項の規定に基づき、事故の状

況及び事故に際して採った処置についての記録は、２年間保

存しておかなければならない。 

このほか、以下の点に留意するものとする。 

(1)～(3) （略） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



⑤ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底するこ

と。 

⑥ 防止策を講じた後に、その効果について評価すること。 

(3) 事故発生の防止のための委員会（第１項第３号） 

指定介護老人福祉施設における「事故発生の防止のための検

討委員会」（以下「事故防止検討委員会」という。）は、介護

事故発生の防止及び再発防止のための対策を検討する委員会

であり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医

師、看護職員、介護職員、生活相談員）により構成する。構成

メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の安

全対策を担当する者を決めておくことが必要である。 

なお、事故防止検討委員会は、運営委員会など他の委員会と

独立して設置・運営することが必要であり、責任者はケア全般

の責任者であることが望ましい。 

また、事故防止検討委員会に施設外の安全対策の専門家を委

員として積極的に活用することが望ましい。 

(4) 事故発生の防止のための従業者に対する研修（第１項第３

号） 

介護職員その他の従業者に対する事故発生の防止のための

研修の内容としては、事故発生防止の基礎的内容等の適切な知

識を普及・啓発するとともに、当該指定介護老人福祉施設にお

ける指針に基づき、安全管理の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定介護

老人福祉施設が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期

的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には

必ず事故発生の防止の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要であ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



る。研修の実施は、職員研修施設内での研修で差し支えない。

(5) 損害賠償（第４項） 

指定介護老人福祉施設は、賠償すべき事態となった場合に

は、速やかに賠償しなければならない。そのため、損害賠償保

険に加入しておくか若しくは賠償資力を有することが望まし

い。 

 ３２ （略） 

 

第５ ユニット型指定介護老人福祉施設 

 １・２ （略） 

 ３ 設備に関する要件（基準省令第４０条） 

  (1)～(9) （略） 

  (10) ユニット型指定介護老人福祉施設の設備については、上

記の(1)から(9)までによるほか、第３の１及び３を準用す

る。 

 ４・５ （略） 

 ６ 介護 

  (1)～(3) 

  (4) ユニット型指定介護老人福祉施設における介護につい

ては、上記の(1)から(3)までによるほか、第４の１１の(3)

から(7)までを準用する。この場合において、第４の１１

の(7)中「第７項」とあるのは「第８項」と読み替えるも

のとする。 

 ７～９ （略） 

 １０ 勤務体制の確保等 

(1) （略） 

(2) ユニット型指定介護老人福祉施設において配置を義務付け

 
 
 
 
 
 
 ３２ （略） 
 
第５ ユニット型指定介護老人福祉施設 
 １・２ （略） 

３ 設備に関する要件（基準省令第４０条） 

  (1)～(9) （略） 

(10) ユニット型指定介護老人福祉施設の設備については、上

記の(1)から(9)までによるほか、第３の１を準用する。 
 
４・５ （略） 

 ６ 介護 

  (1)～(3) 

  (4) ユニット型指定介護老人福祉施設における介護につい

ては、上記の(1)から(3)までによるほか、第４の１１の(3)

から(6)までを準用する。この場合において、第４の１１

の(6)中「第６項」とあるのは「第７項」と読み替えるも

のとする。 

 ７～９ （略） 

 １０ 勤務体制の確保等 

(1) （略） 

(2) ユニット型指定介護老人福祉施設における介護職員等



ることとしたユニットごとの常勤のユニットリーダーについ

ては、当面は、ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（以

下「研修受講者」という。）を各施設（一部ユニット型の施設

も含む。）に２名以上配置する（ただし、２ユニット以下の施

設の場合には、１名でよいこととする。）ほか、研修受講者が

配置されているユニット以外のユニットでは、ユニットにおけ

るケアに責任を持つ（研修受講者でなくても構わない。）従業

者を決めてもらうことで足りるものとする。 

この場合、研修受講者は、研修で得た知識等をリーダー研修

を受講していないユニットの責任者に伝達するなど、当該施設

におけるユニットケアの質の向上の中核となることが求めら

れる。 

また、平成１８年４月１日の時点でリーダー研修を修了した

者が２名に満たない施設については、平成１９年３月３１日ま

での間に満たせばよいこととする。 

なお、今後の研修受講者の状況等を踏まえた上で、配置基準

を再検討する予定であるので、この当面の基準にかかわらず、

多くの従業者について研修を受講していただくよう配慮をお願

いしたい。 

(3) （略） 

の勤務体制については、次の配置を行うことが望ましい。 

 ① 日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護

職員又は看護職員を配置すること。 

 ② 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上

の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事

する職員として配置すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  (3) （略） 
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（ 別 紙 ６ ）

○ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について(平成12年老企第44号)（抄）

（傍線の部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第一 基準省令の性格 第一 基準省令の性格

１ 基準は、介護老人保健施設がその目的を達成するために必要な最低限 １ 基準省令は、介護老人保健施設がその目的を達成するために必要な最

度の基準を定めたものであり、介護老人保健施設の開設者は、常にその 低限の基準を定めたものであり、介護老人保健施設の開設者は、常にそ

事業の運営の向上に努めなければならないこと。 の施設、設備及び運営の向上に努めなければならないこと。

２ 介護保健施設サービスを行う者又は行おうとする者が満たすべき基準 ２ 基準省令を満たさない場合には、法第 条第１項の規定による開設94
等を満たさない場合には、介護老人保健施設の開設許可又は更新は受け 許可は受けられず、また、運営開始後、基準を下回るに至った場合、法

られず、また、基準に違反することが明らかになった場合には、①相当 第 条の規定による設備の使用制限等、法第 条の規定による管101 102
の期限を定めて基準を遵守する勧告を行い、②相当の期限内に勧告に従 理者の変更命令又は法第 条の規定による業務運営の改善命令等の103
わなかったときは、開設者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対 対象となり、これらの命令に従わない場合には法第 条の規定によ104
応等を公表し③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかった り許可を取り消すことができるものであること。

ときは、相当の期限を定めて当該勧告に係る措置をとるよう命令するこ

。 、 、とができるものであること ただし ③の命令をした場合には開設者名

命令に至った経緯等を公表しなければならない。なお、③の命令に従わ

ない場合には、当該許可を取り消すこと、又は取り消しを行う前に相当

の期間を定めて許可の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正

なサービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する

） 。 、 、介護報酬の請求を停止させる ができる ただし 次に掲げる場合には

基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、指定の全部若し

くは一部の停止又は直ちに取り消すことができるものであること。

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違 ① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違

反したとき 反したとき

イ 介護保健施設サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支 イ 介護保健施設サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支

払を適正に受けなかったとき 払を適正に受けなかったとき

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者に対 ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者に対

して当該施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の して当該施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の

利益を供与したとき 利益を供与したとき

ハ 居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該施設からの退所者 ハ 居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該施設からの退所者

を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受し を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受し

たとき たとき
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② 入所者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき ② 入所者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準省令違反があったとき ③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準省令違反があったとき

３ 運営に関する基準に従って施設の運営をすることができなくなったこ ３ 運営に関する基準に従って施設の運営をすることができなくなったこ

とを理由として開設許可が取り消された直後に再度当該施設から介護老 とを理由として開設許可が取り消された直後に再度当該施設から介護老

人保健施設の開設許可の申請がなされた場合には、当該施設が運営に関 人保健施設の開設許可の申請がなされた場合には、当該施設が運営に関

する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、そ する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、そ

の改善状況等が確認されない限り開設許可を行わないものとすること。 の改善状況等が確認されない限り開設許可を行わないものとすること。

第二 人員に関する基準(基準省令第２条) 第二 人員に関する基準(基準省令第２条)

１ 医師 １ 医師

( ) 介護老人保健施設においては、常勤の医師が１人以上配置されて ( ) 介護老人保健施設においては、常勤の医師が１人以上配置されて1 1
いなければならないこと。したがって、入所者数 人未満の介護老 いなければならないこと。したがって、入所者数 人未満の介護老100 100
人保健施設にあっても常勤の医師１人の配置が確保されていなければ 人保健施設にあっても常勤の医師一人の配置が確保されていなければ

ならないこと。また、例えば、入所者数 人の介護老人保健施設に ならないこと。また、例えば、入所者数 人の介護老人保健施設に150 150
あっては、常勤の医師１人のほか、常勤医師 ･ 人に相当する非常勤 あっては、常勤の医師１人のほか、常勤医師 ･ 人に相当する非常勤0 5 0 5
医師の配置が必要となること。なお、サテライト型小規模介護老人保 医師の配置が必要となること。ただし、前段に規定する介護老人保健

健施設及び医療機関併設型小規模介護老人保健施設（以下「サテライ 施設(以下「基本型介護老人保健施設」という。)の開設者が当該介護

ト型小規模介護老人保健施設等」という ）並びに分館型介護老人保 老人保健施設と一体として運営するものとして開設する介護老人保健。

健施設における医師の配置については、次のイ及びロのとおりとする 施設(以下「分館型介護老人保健施設」という。)においては、当該分

こと。 館型介護老人保健施設と一体として運営される基本型介護老人保健施

イ サテライト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型小規模 設に配置されている医師が配置されるときに限り、非常勤職員をもっ

介護老人保健施設 て充てても差し支えないこと。例えば入所者 人の分館型介護老人30
当該サテライト型小規模介護老人保健施設等と一体として運営さ 保健施設にあっては、 ･ 人分の勤務時間を確保すること。0 3

れる本体施設に配置されている医師が入所者全員の病状等を把握し

施設療養全体の管理に責任を持つ場合であって、入所者の処遇が適

切に行われると認められるときは、これを置かないことができるこ

と。

ロ 分館型介護老人保健施設

当該分館型介護老人保健施設と一体として運営される基本型介護

老人保健施設に配置されている医師が配置されるときに限り、非常

勤職員をもって充てても差し支えないこと。例えば入所者 人の30
分館型介護老人保健施設にあっては、 ･ 人分の勤務時間を確保す0 3
ること。

( ) ( )にかかわらず、病院又は診療所(医師について介護老人保健施 ( ) ( )にかかわらず、病院又は診療所(医師について介護老人保健施2 1 2 1
設の人員基準を満たす余力がある場合に限る。)と併設されている介 設の人員基準を満たす余力がある場合に限る。)と併設されている介
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護老人保健施設（医療機関併設型小規模介護老人保健施設を除く ） 護老人保健施設にあっては、必ずしも常勤の医師の配置は必要でない。

にあっては、必ずしも常勤の医師の配置は必要でないこと。したがっ こと。したがって、複数の医師が勤務する形態であっても、それらの

て、複数の医師が勤務する形態であっても、それらの勤務延時間数が 勤務延時間数が基準に適合すれば差し支えないこと。ただし、このう

基準に適合すれば差し支えないこと。ただし、このうち一人は、入所 ち一人は、入所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を

者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ医師としな 持つ医師としなければならないこと。なお、兼務の医師については、

ければならないこと。なお、兼務の医師については、日々の勤務体制 日々の勤務体制を明確に定めておくこと。

を明確に定めておくこと。

４ 支援相談員 ４ 支援相談員

（略） （略）

( ) 支援相談員の員数は、基準省令により算定した数以上の常勤職員 ( ) 支援相談員の員数は、基準省令により算定した数以上の常勤職員2 2
を配置しなければならないこと。なお、サテライト型小規模介護老人 を配置しなければならないこと。

保健施設等並びに分館型介護老人保健施設における支援相談員の配置

については、次のイ及びロのとおりとすること。

イ サテライト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型小規模

介護老人保健施設

当該サテライト型小規模介護老人保健施設等と一体として運営さ

れる本体施設に配置されている支援相談員によるサービス提供が、

本体施設及びサテライト型小規模介護老人保健施設等の入所者に適

切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。

ロ 分館型介護老人保健施設

分館型介護老人保健施設においては、１( )に規定する介護老人 ただし、分館型介護老人保健施設においては、基本型介護老人保健1
保健施設（以下「基本型介護老人保健施設」という ）に配置され 施設に配置されている支援相談員が配置されるときに限り、非常勤職。

ている支援相談員が配置されるときに限り、非常勤職員をもって充 員をもって充てて差し支えないこと。例えば入所者 人の分館型介30
てて差し支えないこと。例えば入所者 人の分館型介護老人保健 護老人保健施設にあっては、 ･ 人分の勤務時間を確保すること。30 0 3
施設にあっては、 ･ 人分の勤務時間を確保すること。0 3

５ 理学療法士又は作業療法士 ５ 理学療法士又は作業療法士

理学療法士又は作業療法士は、介護老人保健施設の入所者に対するサ 理学療法士又は作業療法士は、介護老人保健施設の入所者に対するサ

ービスの提供時間帯以外の時間において指定訪問リハビリテーションの ービスの提供時間帯以外の時間において指定訪問リハビリテーションの

サービス提供に当たることは差し支えないものである。 サービス提供に当たることは差し支えないものである。

ただし、介護老人保健施設の理学療法士又は作業療法士の常勤換算方 ただし、介護老人保健施設の理学療法士又は作業療法士の常勤換算方

法における勤務時間数に、指定訪問リハビリテーションに従事した勤務 法における勤務時間数に、指定訪問リハビリテーションに従事した勤務

時間は含まれないこと。 時間は含まれないこと。

サテライト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型小規模介護

老人保健施設については、当該サテライト型小規模介護老人保健施設等

と一体として運営される本体施設に配置されている理学療法士又は作業
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療法士によるサービス提供が、本体施設及びサテライト型小規模介護老

人保健施設等の入所者に適切に行われると認められるときは、これを置

かないことができる。

６ 栄養士 ６ 栄養士

入所定員が 人以上の施設においては常勤職員を１人以上配置する 入所定員が 人以上の施設においては常勤職員を１人以上配置する100 100
こととしたものである。ただし、同一敷地内にある病院等の栄養士がい こととしたものである。ただし、同一敷地内にある病院等の栄養士がい

ることにより、栄養指導等の業務に支障がない場合には、兼務職員をも ることにより、栄養指導等の業務に支障がない場合には、兼務職員をも

って充てても差し支えないこと。 って充てても差し支えないこと。

なお、 人未満の施設においても常勤職員の配置に努めるべきであ なお、 人未満の施設においても常勤職員の配置に努めるべきであ100 100
ること。 ること。

また、当該サテライト型小規模介護老人保健施設等と一体として運営

される本体施設に配置されている理学療法士又は作業療法士によるサー

ビス提供が、本体施設及びサテライト型小規模介護老人保健施設等の入

所者に適切に行われると認められるときは、これを置かないことができ

る。

７ 介護支援専門員 ７ 介護支援専門員

( )・( ) （略） ( )・( ) （略）1 2 1 2
( ） 当該サテライト型小規模介護老人保健施設等と一体として運営さ3
れる本体施設に配置されている介護支援専門員によるサービス提供

が、本体施設及びサテライト型小規模介護老人保健施設等の入所者に

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。

９ 経過措置

、（削除） 平成 年３月 日の時点で現に存する介護老人保健施設であって15 31
基準省令附則第３条の規定の適用を受けて介護支援専門員を配置してい

ないもののうち、入所定員が 人以下のもの（以下「小規模施設」と19
いう ）は、平成 年３月 日までの間は、指定居宅介護支援事業者。 18 31
（当該小規模施設の開設者を除く ）に施設サービス計画の作成等の業。

務を委託できることとし、その場合には当該小規模施設に介護支援専門

員を配置しないでよいこととした。

また、当該小規模施設に介護支援専門員を配置しない場合は、基準省

令第 条の２第４号及び第５号に規定する業務は当該小規模施設の従24
業者が行うこととした （介護老人保健施設の事業の人員、施設及び設。

備並びに運営に関する基準の一部を改正する省令（平成 年厚生労働15
省令第 号）附則第２条）31
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９ 用語の定義 用語の定義10
（略） （略）

第三 施設及び設備に関する基準 第三 施設及び設備に関する基準

１ 一般原則 １ 一般原則

( ) 施設に係る一般原則1
①・② ( )・( )1 2

( ) 小規模介護老人保健施設等の定義2
① サテライト型小規模介護老人保健施設

イ サテライト型小規模介護老人保健施設は、当該施設を設置しよ

うとする者により設置される当該施設以外の介護老人保健施設

（以下「本体施設」という ）との密接な連携を確保しつつ、本。

体施設とは別の場所で運営され、入所者の在宅への復帰の支援を

目的とする定員 人以下の介護老人保健施設をいう。29
ロ 本体施設と密接な連携を確保する具体的な要件は、本体施設と

サテライト型小規模介護老人保健施設は、自動車等による移動に

要する時間がおおむね 分以内の近距離であること。本体施設20
の医師等又は協力病院が、サテライト型小規模介護老人保健施設

の入所者の病状急変等の事態に適切に対応できる体制を採るこ

と。

ハ サテライト型小規模介護老人保健施設は、本体失せ津に１か所

の設置とする。

② 医療機関併設型小規模介護老人保健施設

イ 医療機関併設型小規模介護老人保健施設は、病院又は診療所に

併設（同一敷地内又は隣接する敷地において、サービスの提供、

夜勤を行う職員の配置等が一体的に行われているものを指すこ

と ）され、入所者の在宅への復帰の支援を目的とする定員 人。 29
以下の介護老人保健施設であって、前項に規定するサテライト型

小規模介護老人保健施設以外のものをいう。

ロ 医療機関併設型小規模介護老人保健施設は、病院又は診療所に

１カ所の設置とする。

③ 分館型介護老人保健施設

分館型介護老人保健施設(以下「分館型介護老人保健施設」とい

12 9う。)は 「分館型介護老人保健施設の整備について （平成 年、 」

） 、月 日老振第 号 に示された従来から整備してきた施設であり5 53
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介護老人保健施設の開設者が当該介護老人保健施設と一体として運

営するものとして開設する介護老人保健施設であって過疎地域自立

促進特別措置法等に規定する地域に整備された施設である。

２ 施設に関する基準 ２ 施設に関する基準

( ) 施設に関する基準1
① 基準省令第３条第１項各号に掲げる施設(設置の義務付けられて ( ) 基準省令第３条第１項各号に掲げる施設(設置の義務づけられてい1
いるもの)については、次の点に留意すること。 るもの)については、次の点に留意すること。

イ・ロ ①・②

② 各施設については、基準省令第３条第２項に定めるもののほか、 ( ) 各施設については、基準省令第３条第２項に定めるもののほか、2
次の点に留意すること。 次の点に留意すること。

イ 療養室 ① 療養室

（略） （略）

ロ 診察室 ② 診察室

（略） （略）

ハ 機能訓練室 ③ 機能訓練室

介護老人保健施設で行われる機能訓練は、理学療法士又は作業 介護老人保健施設で行われる機能訓練は、理学療法士又は作業療

療法士の指導下における運動機能や (日常生活動作能力)の 法士の指導下における運動機能や (日常生活動作能力)の改善ADL ADL
改善を中心としたものであるので、これに必要な器械・器具を備 を中心としたものであるので、これに必要な器械・器具を備えるこ

えること。ただし、サテライト型小規模介護老人保健施設及び医 と。

40療機関併設型小規模介護老人保健施設の場合は 機能訓練室は、

、 。平方メートル以上の面積を有し 必要な器械・器具を備えること

ニ～リ ④～⑧

リ その他 ⑨ その他

ａ～ｃ イ～ハ

③ 基準省令第３条第３項は、同条第１項各号に定める各施設が当該 ( ) 基準省令第３条第３項は、同条第１項各号に定める各施設が当該3
介護老人保健施設の用に専ら供するものでなければならないことと 介護老人保健施設の用に専ら供するものでなければならないこととし

したものであるが、介護老人保健施設と病院、診療所（医療機関併 たものであるが、介護老人保健施設と病院、診療所又は指定介護老人

設型小規模介護老人保健施設を除く ）又は指定介護老人福祉施設 福祉施設等の社会福祉施設(以下「病院等」という。)とが併設される。

等の社会福祉施設 以下 病院等 という とが併設される場合(同 場合(同一敷地内にある場合、又は公道をはさんで隣接している場合（ 「 」 。）

一敷地内にある場合 又は公道をはさんで隣接している場合をいう をいう。以下同じ。)に限り、次に掲げるところにより、同条第３項、 。

以下同じ。)に限り、次に掲げるところにより、同条第３項ただし ただし書が適用されるものであるので、併設施設(介護老人保健施設

書が適用されるものであるので、併設施設(介護老人保健施設に併 に併設される病院等をいう。以下同じ。)と施設を共用する場合の運

設される病院等をいう。以下同じ。)と施設を共用する場合の運用 用に当たっては留意すること。

に当たっては留意すること。

イ 次に掲げる施設については、併設施設との共用は認められない ① 次に掲げる施設については、併設施設との共用は認められないも
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ものであること。 のであること。

ａ 療養室 イ 療養室

ｂ 診察室 ロ 談話室

ハ サービス・ステーション

ニ 洗面所

ホ 便所

ロ イに掲げる施設以外の施設は、介護老人保健施設と併設施設双 ② ①に掲げる施設以外の施設は、介護老人保健施設と併設施設双方

方の施設基準を満たし、かつ、当該介護老人保健施設の余力及び の施設基準を満たし、かつ、当該介護老人保健施設の余力及び当該

当該施設における介護保健施設サービス等を提供するための当該 施設における介護保健施設サービス等を提供するための当該施設の

施設の使用計画(以下「利用計画」という。)からみて両施設の入 使用計画(以下「利用計画」という。)からみて両施設の入所者の処

所者の処遇に支障がない場合に限り共用を認めるものであるこ 遇に支障がない場合に限り共用を認めるものであること。

と。

ハ 共用する施設についても介護老人保健施設としての許可を与え ③ 共用する施設についても介護老人保健施設としての許可を与える

ることとなるので、例えば、併設の病院と施設を共用する場合に こととなるので、例えば、併設の病院と施設を共用する場合には、

は、その共用施設については医療法上の許可と介護老人保健施設 その共用施設については医療法上の許可と介護老人保健施設の許可

の許可とが重複するものであること。 とが重複するものであること。

④ 設置が義務づけられている施設のほか、家族相談室、ボランティ ( ) 設置が義務づけられている施設のほか、家族相談室、ボランティ4
ア・ルーム、家族介護教室は、介護老人保健施設の性格等からみて ア・ルーム、家族介護教室は、介護老人保健施設の性格等からみて設

設置が望ましいので、余力がある場合には、その設置につき配慮す 置が望ましいので、余力がある場合には、その設置につき配慮するこ

ること。 と。

( ) サテライト型小規模介護老人保健施設等の施設に関する基準2
① サテライト型小規模介護老人保健施設

サテライト型小規模介護老人保健施設の場合にあっては、本体施

設の施設を利用することにより当該サテライト型小規模介護老人保

健施設及び当該本体施設の入所者の処遇が適切に行われると認めら

れるときは、調理室、洗濯室又は洗濯場及び汚物処理室をを有しな

いことができることとした。

② 医療機関併設型小規模介護老人保健施設

医療機関併設型小規模介護老人保健施設の場合にあっては、併設

される病院又は診療所の施設を利用することにより、当該医療機関

併設型小規模介護老人保健施設及び当該病院又は診療所の入所者及

び入院患者の処遇が適切に行われると認められるときは、療養室及

、 。び診察室を除き これらの施設を有しないことができることとした

「 」 、( ) 火災に係る入所者の安全性が確保されている と認めるときは3
次の点を考慮して判断されたい。
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① 基準第３条第２項各号の要件のうち、満たしていないものについ

ても、一定の配慮措置が講じられていること。

② 日常における又は火災時の火災に係る安全性の確保が、入所者が

身体的、精神的に障害を有する者であることにかんがみてなされて

いること。

③ 管理者及び防火管理者は、当該介護老人保健施設の建物の燃焼性

に対する知識を有し、火災の際の危険性を十分認識するとともに、

職員等に対して、火気の取扱いその他火災予防に関する指導監督、

防災意識の高揚に努めること。

④ 定期的に行うこととされている避難等の訓練は、当該介護老人保

健施設の建物の燃焼性を十分に勘案して行うこと。

第四 運営に関する基準 第四 運営に関する基準

看護及び医学的管理の下における介護 看護及び医学的管理の下における介護16 16
( )・( ) （略） ( )・( ) （略）1 2 1 2
( ) 「介護老人保健施設は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行う3
とともに、その発生を予防するための体制を整備しなければならな

い 」とは、褥瘡の予防に関わる施設における整備や褥瘡に関する基。

礎的知識を持ち、日常的なケアにおいて介護職員等が配慮することに

、 。 、より 褥瘡発生の予防効果を向上させることを想定している 例えば

次のようなことが考えられる。

① 当該施設における褥瘡のハイリスク者（日常生活自立度が低い入

所者等）に対し、褥瘡予防のための計画の作成、実践並びに評価を

する。

② 当該施設において、専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者（看

護師が望ましい ）を決めておく。。

③ 医師、看護職員、介護職員、栄養士等からなる褥瘡対策チームを

設置する。

④ 当該施設における褥瘡対策のための指針を整備する。

⑤ 介護職員等に対し、褥瘡対策に関する施設内職員継続教育を実施

する。

また、施設外の専門家による相談、指導を積極的に活用することが

望ましい。

19 管理者による管理(基準省令第23条) 管理者による管理(基準省令第 条)19 23
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介護老人保健施設の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該介 介護老人保健施設の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該介

護老人保健施設の管理業務に従事するものである。ただし、以下の場合で 護老人保健施設の管理業務に従事するものである。ただし、以下の場合で

あって、介護老人保健施設の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼 あって、当該介護老人保健施設の管理業務に支障がないときは、他の職務

ねることができるものとする。 を兼ねることができるものとする。

( ) 当該介護老人保健施設の従業者としての職務に従事する場合 ( ) 当該介護老人保健施設の従業者としての職務に従事する場合1 1
( ) 当該介護老人保健施設と同一敷地内にある他の事業所、施設等の ( ) 当該介護老人保健施設と同一敷地内にある他の事業所、施設等の2 2
管理者又は従業者としての職務に従事する場合であって、特に当該介 管理者又は従業者としての職務に従事する場合であって、特に当該介

護老人保健施設の管理業務に支障がないと認められる場合 護老人保健施設の管理業務に支障がないと認められる場合

( ) 当該介護老人保健施設がサテライト型小規模介護老人保健施設 当3 （

。） 、該本体施設と密接な連携を有するものに限る である場合であって

当該サテライト型居住施設の本体施設の管理者又は従業者としての職

務に従事する場合

非常災害対策 非常災害対策24 24
( ) 基準省令第 条は、介護老人保健施設の入所者の特性に鑑み、 ( ) 基準省令第 条は、介護老人保健施設の入所者の特性に鑑み、1 28 1 28
非常災害に際して必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連 非常災害に際して必要な具体的計画の樹立、避難、救出訓練の実施等

携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期さなければ の対策に万全を期さなければならないこととしたものであること。

ならないこととしたものである。

( ) 「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」とは、消防法 ( ) 「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に2 2
（昭和 年法律第 号）その他の法令等に規定された設備を示し 規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処するための計画を23 186
ており、それらの設備を確実に設置しなければならないものである。 いうこと。なお、この場合、消防計画の樹立及びこれに基づく消防業

(3) 基準省令第28条は、介護老人保健施設の開設者は、非常災害に際 務の実施は、消防法第８条の規定による防火管理者に行わせること。

、 、して必要な具体的計画の策定 関係機関への通報及び連携体制の整備

避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期さなければならないことと

したものである。関係機関への通報及び連携体制の整備とは、火災等

の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業

員に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図

り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りを

求めることとしたものである。なお「非常災害に関する具体的計画」

とは、消防法施行規則（昭和36年自治省令第６号）第３条に規定する

消防計画（これに準ずる計画を含む ）及び風水害、地震等の災害に。

対処するための計画をいう。この場合、消防計画の策定及びこれに基

づく消防業務の実施は、消防法第８条の規定により防火管理者を置く

こととされている介護老人保健施設にあってはその者に行わせるもの

とする。また、防火管理者を置かなくてもよいこととされている介護
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老人保健施設においても、防火管理について責任者を定め、その者に

消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を行わせるものとする。

衛生管理 衛生管理25 25

( ) 基準省令第 条は、介護老人保健施設の必要最低限の衛生管理 基準省令第 条は、介護老人保健施設の必要最低限の衛生管理等を規1 29 29
等を規定したものであるが、このほか、次の点に留意すること。 定したものであるが、このほか、次の点に留意すること。

①～⑤ ( )～( )1 5
(2) 基準第29条に規定する感染症又は食中毒が発生し、又はまん延し

ないように講ずるべき措置については、具体的には次のイからニまで

の取扱いとすること。

① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会

当該施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という ）で。

あり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者 、事務長、医師、看）

護職員、介護職員、栄養士、生活相談員）により構成する。構成メ

ンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策

を担当する者（以下「感染対策担当者」という ）を決めておくこ。

とが必要である。

なお、感染対策委員会は、運営委員会など施設内の他の委員会と

独立して設置・運営することが必要であり、感染対策担当者は看護

師であることが望ましい。

また、施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に活用す

ることが望ましい。

② 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

当該施設における「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針」には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。

平常時の対策としては、施設内の衛生管理（環境の整備、排泄物

の処理、血液・体液の処理等 、日常のケアにかかる感染対策（標）

準的な予防策（例えば、血液・体液・分泌液・排泄物（便）などに

触れるとき、傷や創傷皮膚に触れるときどのようにするかなどの取

り決め 、手洗いの基本、早期発見のための日常の観察項目）等、）

発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機

関や保健所、市町村における施設関係課等の関係機関との連携、医

療処置、行政への報告等が想定される。また、発生時における施設
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内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記してお

くことも必要である。

なお、それぞれの項目の記載内容の例については 「高齢者介護、

施設における感染対策マニュアル （http://www.mhlw.go.jp/topi」

cs/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html）を参照されたい。

③ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修

介護職員その他の従業者に対する「感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の

適切な知識を普及・啓発するとともに、当該施設における指針に基

づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該施設が指針に

基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を

開催するとともに、新規採用時には必ず感染対策研修を実施するこ

。 、 、とが重要である また 調理や清掃などの業務を委託する場合には

委託を受けて行う者に対しても、施設の指針が周知されるようにす

る必要がある。

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。

研修の実施は、職員研修施設内での研修で差し支えない。

④ 施設は、入所予定者の感染症に関する事項も含めた健康状態を確

認することが必要であるが、その結果感染症や既往であっても、一

定の場合を除き、サービス提供を断る正当な理由には該当しないも

のである。こうした者が入所する場合には、感染対策担当者は、介

護職員その他の従業者に対し、当該感染症に関する知識、対応等に

ついて周知することが必要である。

地域との連携等 地域との連携等30 30
( ) 基準省令第 条第１項は、介護老人保健施設が地域に開かれた ( ) 基準省令第 条第１項は、介護老人保健施設が地域に開かれた1 35 1 35
ものとして運営されるよう、地域の住民やボランティア団体等との連 ものとして運営されるよう、地域の住民やボランティア団体等との連

携及び協力を行う等の地域との交流に図らなければならないこととし 携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならないこととし

たものである。 たものである。

( ) （略） ( ) （略）2 2

31 事故発生の防止及び発生時の対応 事故発生時の対応31
① 事故発生の防止のための指針

介護老人保健施設が整備する 事故発生の防止のための指針 には 基準省令第 条は、入所者が安心して介護保健施設サービスの提供を「 」 、 36


